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え が

海外農業開発コンサルタン卜協会(ADCA)は戸田利別 ((柵建設企画コンサルタ

ント)及び山田一郎 (新キャタピラー三菱㈱)の2名からなる調査団を現地に派遣し､

カルナ.タカ州農業生産性向上農地･藩政資源開発計画及びアンドラプラデシュ州農地開発

･保全計画に係わる事前調査を実施した｡

調査団は平成4年9月21日より9月29日までの9日間同国に滞在し､関係資料の収集及

びカルナタカ州及びアンドラプラデシュ州南政府担当者との協議等を行なった｡今回の事

前調査の主な目的は､両政府が日本の無償の仕組みに未経験であることから､日本のOD

Aを説明すること､特に農業セクターにおける具体的プロジェク卜の発掘であった｡

現地滞在中に､両政府関係者との協議を重ね､カルナタカ州において｢農業生産性向上

農地･濯概資源開発計画+及びアンドラプラデシュ州において｢農地開発･保全計画+を

調査し､両政府の本プロジェクトに関する基本的方針を確認した｡

最後に､調査団は今回の現地調査に際し､積極的に協力･支援を頂いたカルナタカ州及び

アンドラプラデシュ州両政府担当者諸氏に心から謝意を表明するものである｡

平成4年8月 ADCA事前調査団

戸 田 利 別

山 田
一

郎
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第1章 計画の背景

1.1当該国の概況

1.自然条件

1)地形

インドは世界第7位の国土面積をもつ国である｡その国土は北緯8o 4′から37o 6ー､東

経68o 7
′

から97o 25′ にあり､距離にして南北3,214 km,東西2,933kmにわたり､面積

3, 287, 772 k工丘である｡北は世界の屋根といわれる万年雪と氷に閉ざされたヒマラヤ山脈から始

まり､南は亜熱帯に含まれるコモリン岬まで､東部は世界最大の降水量を誇る豪雨地帯をもち

西端はカラカラに乾燥した砂漠にまでいたる広大な地域である｡したがって､その気候風土は

甚だしく多様なものである｡

インドの地形は3つに大別することができる｡ 1つは､地質学的には古く､安定した半島部

と､比較的新しく今も地質の不安定さを残すヒマラヤの山岳地帯､そして最後はこの両者の問

にあって､インダス､ガンジス､ブラフマプトラの三大河川によって占められている広大な沖

積低地である｡

(1) ヒマラヤ山岳地帯

インド亜大陸の北境をなすヒマラヤ山脈はカシミール西部からアッサム東部まで2,400 km

のひろがりをもち､幅は240 kmもある一大摺曲山岳地帯である｡世界最高峰のエヴェレスト

山(8,848m)を始めとして､ 8,000 mを越す高山が8産も並ぶヒマラヤ山脈､ザスカール山

脈などを擁する小ヒマラヤ山脈､さらにその前山をなすシヴァ-リク山脈-と､北から南へ

並行して山脈が形成されている｡

(2) インド平原(インダス､ガンジス平原)

インダス､ガンジス､ブラフマプトラの三大河川の流域であるインド平原は全長2,400 km

幅は240 km-320 kmにおよぷ世界最大の沖積層の平原であり､世界で最も人口密度の高い地

域の1つである｡この広大な平野はほとんど平坦で､デリーのジャムナ川からベンガル湾ま

で1, 600 kmの問の高低差は200mに過ぎないほどである｡

(3) 半島地域

インド半島を形成する隆起帯は460mから1,220 mの高さの数多くの山脈や丘陵によって

インド平原から区別されている｡主要なものはアラバリ山地､サトプラ山地､アジャンタ山

地などである｡また半島は東側を平均高度610 mの東ガ-ツで､西側を915 -1,220 mの高

さの西ガ-ツで囲まれている｡西ガ-ツとアラビヤ海に囲まれた地域は狭い海岸地帯を形づ

くり､東ガ-ツとベンガル湾の間にはやや広い海岸地帯を擁している｡図1-1はインドの地



図1-1インドの地質
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図1-2 インドの地形区分

地形区分(園3-3参照)
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質の詳細を､図1-2は地形区分を示したものである｡

2)気候

北回帰線が半島部の根元を横切っているのでインドの約半分は温帯といえるが､その気候は

北部まで大体において熱帯的といえる｡大別すればインドの気候はモンスーン･タイプといえ

る｡しかしその降水量は年々の変動が激しく､また地域によって著しく異なっていることが特

徴である｡季節は4つに大別される｡ i)1- 3月の乾燥した冬期､ ii)3月- 5月の比較的乾燥

した酷暑期､ iii)南西モンスーンのやってくる雨季および､ iv)10 -12月のポスト･キンス-

ン期である｡この最後の季節は半島部南部の北東モンスーン期として知られているものである｡

農業への影響から見て､インドでは気象上最も重要な要素は降水量と降雨の季節性であると

いわれている｡図ト3
､図1-4は年間平均降水量とモンスーンの到来時期を示したものである｡

農業との関連では図卜3の1, 000mmの等雨量線が重要である｡これによって国土は二分され､

降水量1, 000mm以上の地域では天水による水稲耕作が行なわれ､ 1, 000mm以下の地域では主と

して小麦と雑穀の耕作が行なわれてきた｡

図ト5は降水期の類型を示したものであり､図1-6
､図卜7は代表的な地点での年間降水量

の変化と気温の変化を月別に示してある｡またこれら降雨､気温などを総合して気候の類型を

示したものが図卜8である｡図に示すとおり最北端のヒマラヤ､カシミールは例外的に気温に

よって､寒冷気候として区分してあるが､他は降雨が分類の基準となっている｡最東端の地域

から半島付け根の東半分､および半島沿岸部はほぼ湿潤気候(年間降水量1, 000
mm以上)の地

域である｡半島中央部を縦に大きく貫いて半湿潤気候(500-100 mm)地域が存在している｡西

北部は降水量250-500mmの半乾燥気候の地域であり､さらにその西方は250 mm以下の乾燥気

候地域すなわち砂漠である｡

3)土壌

図1-9にインドの土壌を掲げてあるが､農業の観点から重要な土壌は大別して3つの地域類

型からなる｡ 1つは半島部インドの大部分を占める高原地帯の土壌で､玄武岩や花南岩と堆積

物を主とする岩層を母材としている｡この非沖積土壌は栄養源には乏しいが､赤色土の場合､

適当な厚さがあれば､漕蔵には良好である｡第2地域類型は非常に肥沃で生産性の高い土壌を

もつダカン高原も溶岩地帯である｡厚い黒土層は保湿性があり､乾期にも収穫を可能とする｡

第3の地域類型は農業の観点からは最も重要である､インダス､ガンジス平原と半島部の河川

もデルタに最も広くひろがる沖積土壌である｡



図1-3 年平均降水土
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図1-4 平年の南西モンスーン開始日
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図1-5 降水期の類型
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図1-6 年間降水丑変化(mm)
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図1-7 気温の年変化(○⊂)
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図1-8 インドの気候区分
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2.土地利用の現状

インドは日本の約9倍､およそ328.8万rn2の面積をもつが､これは中印国境､印パ国境の戦

争中の地域を含んでいる｡土地利用の調査が行なわれている地域はこれより少なく､約304万k盛

である｡

最近でのインドの土地利用状況は(表ト1),森林面積が22%と非常に低い比率である｡公式

統計では1970年代初めからはばこの比率は変化していないが､衛星による観測結果では森林面

積は大幅な減少が見られる｡推計によれば1950年から1980年の間に年平均150万ヘクタールの

森林が失われてきており､環境問題とも絡んで深刻な問題となっている｡

一方､耕地面積は1億4000ヘクタールにおよび､総面積の47%にものぼる｡樹園地および牧

草地(合計5%程度)を合わせれば､国土の過半数が農用地となり､アジアの国の中でも際立っ

て農用地比率が高く､また耕種農業に大きく比重がおかれている｡耕地をさらに詳細に見ると

(表1-2)､総作付け面積中穀物の面積は60%､豆類を合わせた主食の占める割合は実に72%余

りである｡インドの農業は穀物中心の農業である｡

作物別にみれば､最大の作物は米であり､現在も耕地の22%を占める｡第2位の小麦は1960

年代半ば以来､急速にその栽培面積を拡大してきた｡これに反し､雑穀と豆類は減少傾向にあ

る｡穀物以外で重要な作物は食用油をとる落花生を始めとする油料種子(約10%)
､および工

業原料となる繊維作物(5%)
､さとうきび(2%)などである｡

このうち濯概面積は1987/88年度において約4,000ヘクタールで､純播種面積の30%ほどに

すぎない｡二度以上耕作されている面積の比率も18%程度と低率である｡
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表1-1インドの土地利用(198〟83年)

区分 面棟(1000ha) シェアー(%)

総面積 304,100 100.0

森林 67,151 22.1

非農用地 19,582 6.4

荒蕪地 20.139 6.6

永年牧草地 ll,956 3.9

樹園地 3,554 1.2

未耕作地 16.313 5.4

休閑地 23,636 7.8

純播種面積 141,769 46.6

総作付け面積 172,636

純藩政面積 39.969

租藩政面積 52,029

出所) Gcyernmentorlndia,旦旦旦皇旦旦幽21stEd,NewDelhi

表1-2 インドの作付けバターン(%)

作物1960/611970/711980/811982/83

食租穀物合計 75.775.473.972.6

穀類合計 60.261.460.759.3

栄 22.322.623.822.2

小麦 8.511.012.813.7

ジョワ-ル 12.010.29.59.5

豆類合計 15.514.013.213.3

油料種子合計 8.38.99.29.9

落花生 4.24.64.04.1

繊維作物合計 5.7･5.55.45.2

さとうきび 1.61.61.62.0

稔作付け面積 100.0100.0100.0100.0

多毛作地 12.815.118.917.9

純格種面積(1000ha) 133,199140,784140,299141,769

出所) GoverllmentOflndi8,主旦旦皇旦旦旦且!立幽21stEd.New Delhi, 1986.
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1.2農業セクターの概要

農業は､労働者の約7割が従事し国内生産の3割近くを占めるインドの主要産業となってい

る｡収穫は夏,冬のモンスーンに依存した2期にわたって行なわれそれぞれカリフ作(夏期作),

ラビ作(冬期作)と呼ばれる｡主要産物には､米,小麦,メイズ,雑穀,豆類の食用穀物や,

砂糖きび,綿花 麻(ジュート)
,油料種子(落花生等) ,慕,等の商品作物があげられるo

生産高でみると､米(世界第2位)
,砂糖きび(世界第1位) ,茶(世界第1位)というよう

に世界でも有数の農業大国である｡主要生産物はいくつかを除いては大半が国内で消費される｡

米,茶の余剰分は輸出に回されそれぞれ輸出総額の1.5%, 3.3 % (1989年推定)を占めてい

る｡綿花は国内で加工され消費,輸出に回される｡砂糖きび,油料種子は増産にもかかわらず

国内需要においっかず､近年は輸入を行なっている｡

生産動向をみると独立以降､政府が土地改革の実施,濯概施設の拡充,多目種品目の導入,

肥料の投入による生産性向上等に力を入れた結果､何回かの干ばっ,洪水の影響を受けたもの

の増産基調を維持し､ 1977年に食糧の自給を達成した｡ 1983年には史上最大の豊作によって食

用穀物1億5千万トンの生産高をあげたが､ 1985-87年は干ばつにより生産高は米を中心に減

少を続け､ 1987年には食用穀物生産は1億4千万トンと1982年以来の低水準となった｡ 1988年

以降は天候に恵まれ生産高も回復し､ 1989年には推定1億7千万トンを記録したが第7次5カ

年計画の目標(1億8千万トン)には及ばなかった｡ 1990年の食用穀物生産実績は約1億8千

万トン, 91年も同程度が見込まれた｡このような天挨に依存する傾向は､潅概施設の未整備に

起因し､特に主要作物である米の感慨面積は1980年以降微増にとどまり濯概率も4割程度と低

いものになっている｡これは綿花やメイズについても同様である｡反対に小麦や砂糖きび等遵

概率の高い作物は､生産高も安定的に推移しており､なかでも砂糖きびは1985年以降年率7 %

近くの高い伸びとなっている｡

耕地面積は､ 1986-88年平均で, 1, 684万haとなっており1962-1964年平均の1, 515万haと生

産高が倍近くになっているにもかかわらず微増である｡これは､肥料投入,機械化等による生

産性の向上が農業生産の拡大の大きな要因であることを示している｡所有形態をみると､地主

制の廃止,土地所有面積の上限設定等の土地改革の継続実施により､小規模な零細自作農家が

大半を占めなお増加傾向にある｡自作農と農業労働者の割合は1981年国勢調査によるとおよそ

6 : 4となっている｡また､ 1985年時点の自作農のうち農地面積がIha未満の農家は5B.5%を

占め10ha以上を所有する農家は2 %にすぎない｡農地所有者1戸当りの農地面積も減少傾向に

あり1.68ha(1985年)となっている｡
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このように､総GDPに占める割合は低下傾向にあるもののなお国民の多数を支え､増産に

よる食糧自給達成という一定の成果をあげてきた農業部門であるが､いくつかの問題点も指摘

できる｡第1に､天候に依存する生産休質である｡前述のように､干ばつによる生産高減少は､

成長率の鈍化 食糧不足によるインフレの進行,貧困層や飢餓の拡大等社会経済全般に与える

影響が大きい｡これらの問題に対処するため､まず漕概施設の整備を行なうことが早急に 望

まれる｡第2に貧困農民層の生活向上である｡零細農家の多いインドでは全農民の約4割

( 2億人以上)が貧困層に属するといわれ､費用負担の大きい新技術導入による生産性向上も

難しく富裕大規模農家との格差は拡大する傾向にある｡また､食糧増産の支援政策が全国に均

等に浸透しなかったことによる地域間の所得格差も深刻なものになっている｡

畜産業,林業,水産業の､ GDPに占める割合はそれぞれ5%にも満たず農業に比べて極め

て小さい｡畜産業での主要産品は､牛乳と卵であり生産高は1989年ではそれぞれ5, 140万トン,

202億400万個である｡家畜保有頭数は､ FAO推計によると1988年で牛(1億9,600万頭),

水牛(7, 400万頭),豚(1, 000万頭),山羊(1億700万頭),鶏(2億7, 000万羽)等となっている｡林

業は､豊富な森林資源を生かした立木伐採が行われ世界第7位の伐採量である｡森林面積はF

AO推計によると1988年で6, 600万haと国土総面積の20%を占め､その半分近くが工業用材木,

薪材のために確保されており､伐採量はそれぞれ2,400万m3, 2億4,00百万m3である｡漁業は､

近代漁船や設備の整備の面で依然として未開発で改良の余地が大きい｡ FAO推計によると

1989年で362万トンの漁獲高で世界第7位である｡海老等の甲殻類は､主要生産品の一つで19

89年推定で輸出総額の2. 5%を占めている｡
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1.3 関連計画の概要

1.3.1国家開発計画

1.全般目標

インドでは2000年を目指して1985年から1999年にわたる15年間の長期開発戦略(Long-ter

m DevelopmeDI Strategy)が策定され農業･エ業の近代化の推進′ 人口増加の抑制による経

済の高成長,貧困の撲滅,完全雇用の実現,生活格差の是正等が目標とされている｡第8次5

カ年 計画(1992-97)はその一環の役割を担っている｡第8次5カ年計画では長期開発戦略

に沿って ①食糧の増産, ②雇用機会の創出, ③生産性の向上の3つが早期達成目標としてあ

げられる｡

2.具体的内容

(1)経済成長目標

計画期間中の経済成長率はGDPで年率5%を目標としているo部門別では､農業2.5%,

鉱工業6.8%,電力･ガス･水道7.9,0/.I,建設4.8%,通信7.1%,サービス6.1%と,農業

以外の部門を高めに設定し､農業部門のシェア低下を図りバランスの取れた経済構造を目指し

ている｡

(2)部門別目標

農業部門は食糧自給生産体制の確保を重点目標にあげている｡とくに米以外の不足作物(砂

糖きび,油料種子等)の増産,小規模農家や乾燥地域での穀物増産に注力している｡増産対策

としては､濯慨地域の拡大,優良種子の供給,肥料供給,技術指導による生産性向上策が中心

となっている｡

鉱業部門は､工業生産のボトルネックとなった電力不足改善策として電力向けの石炭供給の

増強が期待されており成長率も11.7%と高い目標となっている｡

工業部門は､保護政策による非効率,低生産性,国際競争力の欠如の改善を目標にしており､

既存設備の近代化と整備,先進技術の導入による技術力の向上 生産体制の効率化が施策とし

てあげられている｡

電力部門･運輸部門は､電力不E,槍送体制の不備が産業生産の非効率を招く大きな要因であ

ることから投資優先部門として位置づけられ高成長が見込まれており､電力生産2, 950億K冊,

貨物輸送量(鉄道)350百万トン等が最終目標として設定されている｡

サービス部門では､人的資源の開発,人口抑制,貧困の撲滅のための教育,衛生,住宅等の
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社会サービスのインフラ整備に重点をおいている｡

(3)公共支出

開発計画期間中の公共部門の支出は､ 1兆8,000億ルピーが見込まれておりそのうち8,706

僚ルピー(48.4%)が民間部門からの調達となっているo支出部門の内訳をみると,エネルギ

ー(30.5%),社会サービス(18.9%),鉱工業(12.5%),運輸(12.6%),治水･雇概(9.4%)に

重点がおかれて開発投資が計画されている｡

3.実績と評価

第7次5ヵ年計画の経済面での目標と実績を比較してみると､ GDP成長率では5.6%.を記

録し目標の5.0%を大幅に上回った｡部門別でみると農業部門は､前半は干ばっの影響による

農業の不振から目標達成が危ぶまれたが後半の天候の回復によって3. 2%の成長を達成した｡

主要産品の生産高をみると､食用穀物,油料種子がわずかに未達成であったが､砂糖きびは目

標を達成した｡鉱業部門では､石炭､石油､鉄鉱石の鉱業資源はともに未達成で､成長率の低

下につながった｡工業部門では､燐酸肥料,セメント,アルミニウム,自動車生産が目標未達

であったが電気機器,化学製品の伸びが補い高成長率を達成した｡電力部門は､石炭生産の冒

標未達成もあって発電量は目標の9%程度下回ったが､ガス生産の好調によってガス･水道を

加えた部門成長率では9.7 %と部門間では最も高い成長率を記録した｡運輸部門は､貨物輸送

量(鉄道)等の増加にみられるように､インフラ整備が一定の効果を生み目標を達成した｡こ

のように一部の部門(建設､鉱業)を除き目標成長率を達成したという点で第7次5カ年計画

は一定の成果をあげたと評価することができるがいくつかの課題も残された｡計画期間中の干

ばつが農業部門の脆弱性を浮き彫りにしたように港概整備を中心とした農業開発は不十分であ

りいっそうの推進が求められている｡また､電力不足による工業を中心とした産業生産の制約

という課題も残される結果となった｡電力供給自体は計画期間中も年率8.0%という高いのび

を示したが､供給が需要に追いっかず産業生産の制約となった｡逆にいえば､電力の制約がな

ければ､工業部門は6.8%以上の高成長を示す可能性があるということになり､今後も優先投

資部門として重点をおく必要がある｡生産性の向上という点では､農業部門には一定の成果が

みられたが､工業部門では依然として国際競争力のある比較優位産業の育成が遅れているのが

現状であり､外国資本を中心とした技術導入の促進が必要である｡

社会目標である雇用機会の創出という点では､都市部を中心とした企業労働者の数を見る限

りは目標期間中は2,420万人から2, 600万人と達成したが全体では年間1.4%しか伸びず産業

15



の近代化によって雇用創出が行われるという結果には至らなかったといえる｡貧困の撲滅に関

しては､計画期間とはずれるが絶対的賓困層の割合が37.4% (1983年)から22. 9% (1987年)

に減少したという政府の報告にあるように一定の成果をあげたと言える｡しかしながら絶対数

はいまだに多く(2億人を越える)いっそうの改善が望まれる｡

4.経済開発計画の問題点

第6次5ヵ年計画,第7次5カ年計画は､ 1980年代のインド経済の高成長に大きな役割を果

たしたが､ 2つの大きな問温点を残すこととなった｡第1に公共支出増大による財政赤字の拡

大,第2に工業･貿易振興策による輸入増加にともなう国際収支の悪化でありこれが1990年代

に入り外資危機という形で表面化することとなった｡今後の経済開発計画立案においてこの2

つの問題について抜本的な取り組みを行う必要がある｡すなわち､今までのような政荷主導の

公共投資拡大による経済開発計画は財政赤字の拡大,国際収支悪化につながるためである｡ 19

91年7月に発表された新産業政策,貿易政策,新予算案をみても公共支出の大幅な増大は望め

ず､外資導入,民間部門の参入を中心とした市場活性化を取り入れることが肝要であることが

示されており､今後の経済開発計画も公共部門主導でなく民間部門とのバランスのとれたもの

が要求される｡さらに､自由化政策にともない様々な改革が実施されることが予想されそれら

の経済に対する不確定要因に対応できるような機動性のある計画立案が望まれる｡

また､財政赤字,国際収支改善の他にも解決しなければならない課題は農業部門の安定化

工業部門の生産性向上,電力等のインフラ整備,貧困層の所得向上等,多々存在し､こうした

なかで1992年より実施の第8次5カ年計画の担う役割は大きくその動向が注目される｡
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1.3.2 農業･虐政部門開発計画

1.農業部門開発計画

公共部門の農業セクターへの投資配分率は､各計画期の目標によってかなりの変動が認めら

れる｡第1次計画では農業基盤を整備するため､多くの投資がなされ農業が重視されたが､第

2次,第3次計画では工業への投資が優先され､農業不振を招くこととなった｡第4次計画で

はこれらへの反省から農業への投資比率は､再び増加している｡一方計画の目標値と実績値を

対比すると､第1次を除いてほぼ計画は未達成となっており､中でも虐概,肥料の実績は目標

をはるかに下回っている｡

インドの農業開発計画は､ 1960年半ばの大草魅期を境に大きく転換したといわれている｡

第1次計画から第3次計画(-1966年)までの農業開発は､土地改革､農業基盤整鳳 農村の

生活改善などの総合的な開発であった｡しかし､ 1960年代半ば以降は､金程増産を最優先させ

る政策が採用されることとなった｡この政策は､当時国際的な研究機関によって開発された高

収量品種を栽培技術とともに導入すること､普及地域を条件の整った地域に重点的に絞ったこ

と､そして､農産物の生産者価格を引き上げることであった｡ 1960年代半ば以降｢緑の革命+

と呼ばれ､農業生産はこの時期に飛躍的に伸びたが､これは選別された地域と農民層を対象に

したものであり､ ｢緑の革命+に取り残された部分は大きな社会問題となっている｡第4次

計画以降､ ｢丘陵地帯開発計画+ (BADP)､ ｢早魅瀕発地域開発計画+ (DPAP)､ ｢部族民居住地

開発パイロット･プロジェクト+ (TADPP) ､ ｢小農開発計画+ (SFDA)､ ｢限界零細農･農業労

働者計画+ (MFAL)など社会的弱者層への救済計画を実行せざるをえなくなった｡第5次計画に

おいても同様に､農村内の失業,半失業,貧困層を対象とした就業機会を創出するため､ ｢総

合農村開発計画+ (IRDP)が開始され､さらに後半には､食糧を使った失業対策事業である｢食

糧による公共事業計画+ (Food for Programme)も発足したo農村開発に力を入れた第6次計画

では､従来は農業･遵概省の一部局であった農村開発担当部が農村復興省となり､ SFDA, MFAL,

DPAPなどをIRDPに統合し､農村内での雇用創出に力をそそいでいる｡

2.濯概部門開発計画

濯概部門に対する中央及び州政府の､ 1950年から1984年における投資額は､公共投資全体のほ

ぼ10分の1にあたる1,700億ルピーに達し､その結果､漕概可能面積は大･中規模濯概と小規模

虐概をあわせて､計画以前(1950/51年)の2,260万haから､ 1984/85年には6,790万haへと

年率にして3.29 %の割合で拡大した｡ただし､末端水路の未整備や､制度･組織上の問題から､

実際の延べ虐概面積は濯概可能面積よりもかなり小さく､たとえば1980/81年では前者は後者の
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84,0,6にとどまっている｡インドの最終的な濯瀧可能面積は11,350万haと推定されており､従って

1984/85年までに約60%が開発されたことになる｡最終抑こ虐概可能面積が開発されるのは西暦

2025年と見込まれている｡なお､濯概開発のポテンシャルとその開発速度は､地域により格差が

大きい｡

作物別の濯概面積は､全体の73. 9%が食料作物への濯概であり､特に米,小麦の二つの作物で

63.7%を占めている(1982/83年)
｡ただし主要米作地帯である東部･中部インドにおいて天水日

が多いために､米の漕概率は全国平均の40%にすぎず､小麦の雇概率の高さ(70%)とは対象的

となっている｡米の漕概率の低さは､東部･中部インドにおける農業の相対的な停滞の原因とな

っている｡

3.制度的･組織的問題

インド中央政府は基本的に濯概を州政府の権限に委ねており､中央政府の権限は､州際河川･

州際河谷の規制･開発に関して助言を与えること､州間に水をめぐる紛争が発生した場合にそれ

を調停する審判所を設置することである｡ただし､中央政府が州政府の濯概政策を規制する手段

が二つあり､一つは漕概投資に関して州政府は中央政府からの財政援助に頼らざるをえないこと､

他の一つは､ 1, 500万ルピーを超える濯概事業計画については､中央政何の計画委員会の承認な

しには実施できないしくみになっていることである｡

大･中規模虐政 小規模濯概を問わず､中央政何では水資源省が管轄しており､濯概･洪水制

御に関して州政府に財政上･技術上の援助を与えること､州際河川･州際河谷の規制と開発､河

谷開発計画･洪水防御事業に関連する基礎研究及び応用研究､開発計画実施の進捗状況の監視､

州の作成した計画案を5ケ年計画に含めるかどうかの検討などが主な機能である｡また､水資源

省の政策決定にあたり技術上の助言を与える機関として､中央水資源委員会(Central Water

commission)
､濯概と洪水防御に関する中央政府レベルの研究機関として､中央濯概･水力発電

研究所､中央土壌･材料研究所､全国水利研究所などがある｡

大･中規模濯瀧と動力揚水機,溜他の一部の建設･維持･管理は州政府の責任であり､各州政

府がそれぞれ別個の濯親閲係の法律に従って､港概行政を行っている｡各州において､工事の立

案､調査､設計､建設､維持管理には､濯概局もしくは公共事業局あるいは公共事業･電力局の

中の濯概部があたっている｡各州において､気候､地形､地質などの気象条件､栽培作物の種類､

遭概施設等の遠いによって､給水方法が異なるとともに､水利料の徴集方法も様々である｡

粗生産額に占める水利料の割合は､用水供給のコストに比して低すぎ､州政府は維持･管理費を

回収するのが精一杯で､財政的に大幅な赤字となっている｡しかし､政治的にも､給水サービス
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の質が悪く農民の抵抗が強いことなどから値上げは難しいようである｡また､政府藩政施設の維

持･管理は官僚組織によって統制されており､農民は全く関与しない｡従って農民は給水される

水の利用可能量も予測できず､適期に適量の水をえられない事態も少なくない｡さらに官僚組織

にありがちな効率の悪さや汚職により､農民との間の相互不信も根強いようである｡また､濯概

の効率を向上させるのに不可欠な､末端水路の整備や土地の提供､圃場整備､土地の均平化､交

換分合､排水システムの整備などの村落レベルの諸作業(被虐概地域開発事業として近年政策的

に推進されている)は､土地所有者間の合意形成と共同行動を要するものである｡そうした利害

を調整する機能が十分に備わっていないことが､雇慨可能面積と実際の濯概面積との差を生み出

している主要な原因となっている｡

参考文献｢AICAF:インドの農業+
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イ ンド主要経済指標

面積および人口

国民所得

面積: 3.287,590kmz,人口: 843,930,861人(1991年国勢調査) ,

人口増加率2. 1% (1981-91年)

1984/85 1985/86 1986/87 1987/88 1988/89 1989/90

名目GDP() 2,085.8 2,334.8 2,590.6 Z,942.7 3,517.Z 3,951.4

実質GDP(〟) 1,504.7 1,566.0 1,627.1 1,700.4 1,877.3 1,974.7

実質GDP成長率(%) 3.9 4.1 3.9 4.5 10.4 5.2

出所: Economic Survey (1990-91)

1984 1985 1986 1987 1988 1989

一人当り名目GNP(Fル) 280 290 310 34O 340 340

出所: World Tables (World Bank)

産業構造

産業別GDP柄成(%)

1984/85 1985/86 1986/87 1987/88 1988/89 1989/90

農林水産業 36.0 34.6 3Z.8 31.5 32.9 32.1

鉱業 1.7 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8

製造業 19.4 19.4 19.9 20.5 20.1 20.5

電力･ガス･水道 1.9 2.0 2.1 2.2 2.2 2.3

建設業 4.5 4.6 4.6 4.5 4.3 4.2

商業 12.1 12.6 12.8 12.9 1Z.7 12.9

運輸･通信 4.9 5.1 5.2 5.4 5.3 5.4

金融･保険 9.1 r9.4 9.8 10.0 9.8 9.9

行政･防衛 5.0 5.1 5.4 5.7 5.5 5.6

その他 5.6 5.6 5.6 5.6 5.4 5.4

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出所: Economic Survey(1990-91)

主要産品

単位 1985/86 1986/87 1987/88 1988/89 1989/90

栄 百万t 63.8 60.6 56.8 70.5 74.1

小麦 // 47.1 44.3 46.2 54.1 49.7

砂糖きび 〟 170.7 186.1 196.7 203.0 2Z2.6

石炭 〟 162.3 175.2 190.9 207.0 213.7

石油 ′′ 30.2 30.5 30.4 32.0 34.1

綿製品 百万ml 14,127 14,544 14,441 14,176 14,576

窒素肥料 千t 4,328 5,410 5,466 6,712 6,742

アルミニウム ” 265 257 278 357 427

自動車 干台 103 106 120 115 126

出所: Economic Survey(1990-91)
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貿易構造

年
総額

(”-)

相手国構成(%) 品目構成(%)

米国 旧連 日本 英国 宝石頬 既製服

輸出

1985/86 10,895 18.1 18.4 10.7 4.7 4.8 13.8 8.8 9.8 4.6 5.3

1986/87 12,452 18.7 15.0 10.7 5.9 5.6 16.7 9.1 10.7 4.7 5.1

1987/88 15,674 18.6 12.5 10.3 6.8 6.5 16.7 9.6 ll.6 5.1 7.2

1988/89 20,232 18.4 12.9 10.7 6.1 5.7 21.7 ll.4 10.4 6.4 5.6

1989/90 27,681 16.2 16.1 9.9 6.4 5.8 19.1 ll.9 ll.7 7.8 5.4

1990/91 32.527 ”.A N.A ”.A ”.A N.A N.A N.A ”.A ”.A N.A

年
総額

(ルビー)

相手国構成(%) 品目構成(%)

米国 英国 日本 資本財 宝石類 鉄鋼 肥料

輸入

1985/86 19,658 10.5 6.4 9.0 7.9 4.8 25.4 21.8 5.6 7.1 7.3

1986/87 20,096 9.4 8.3 12.9 9.5 5.5 14.0 32.3 7.4 7.7 4.6

1987/88 22,244 9.0 8.2 9.6 9.7 6.2 18.2 29.5 9.1 5.9 2.3

1988/89 28,235 ll.5 8.5 9.3 8.7 7.3 15.4 24.6 ll.3 6.9 3.3

1989/90 35,412 12.0 8.4 8.0 7.8 7.6 17.7 24.9 12.0 6.5 5.0

1990/91 43,170 N.A ”.A ”.A N.A ”.A 25.1 24.1 8.6 5.1 3.9

出所: Economic Survey(1990-91)

国際収支

(単位:百万ドル)

1984 1985 1986 1987 1988

経常収支 -2,343 -4,177 14,597 -5,192 -7,148

貿易収支 -4,025 15,515 -5.438 -5,777 -6,581

輸出(fob) 10,192 9,465 10.248 ll,884 13,510

輸入(fob) 14,216 15,081 15,686 17,661 20,091

貿易外収支 -1,088 -1,337 -1,780 -Z,422 -3,318

移転収支 2,770 2.776 2,622 3,006 2,752

貸本収支 3,044 3,281 3,992 5,734 7,243

長期資本収支 2,770 3,342 4,496 4,511 5,916

短期資本収支 275 -60 -504 1,224 1,328

誤差･脱滑 368 500 197 -409 -112

総合収支 1,069 -397 -409
133 16

出所: IFS

外貨準備

(百万ドル)

1985 1986 1987 1988 1989 1990

金 203 209 213 183 161 3,667'

SDR 336 356 159 96 113 316

IMFポジション 535 596 691 656 640

外Eg為替 5,549 5,444 5,603 4,148 3,lo§ 1,205

合計 6,623 6,605 6,666 5,083 4,019 5,188

出所: IFS

21



第7次5カ年計画期間GD P成長率の目標と実績

(単位: %)

目標 *実績

農業 2.5 3.2

鉱工業 6.8 6.9

鉱業 ll.7 7.7

工業 5.5 6.8

電力･ガス･水道 7.9 9.7

建設 4.8 3.8

運輸･通信 7.1 7.8

サービス 6.1 7.0

合計 5.0 5.6

注: *の実績は1980/81年要素価格表示GDPに

よるものである｡

出所: SveDth Five Year Plan

主要産晶生産目標(1989/90)と実績

単位 目標 実績

食用穀物 百万t 178-183 171

油料種子 ′′ 18 17

砂糖きび ′′

217 223

石炭 ′′ 226 201

石油 ′′ 35 34

鉄鉱石 ′′

58 51

綿製品 百万m2 14,500 14,576

紙･パルプ 千t 1,800 1,854

窒素肥料 ′′

6,560 6,742

燐較肥料 ′′

2,190 1,792

セメント 百万t 49 46

市販用鉄鋼 ′′

13 13

アルミニウム 千t 499 427

自動車 千台 160 126

電力 10億KWE 295 245

貨物輸送量(鉄道) 百万t 350 365

出所: Sventh Five Year Plan

Economic Survey (1990-91)
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第2毒 力ルナタカ州農業生産性向上農地虐概資源開発計画

2. 1計画地の概要

カルナタカ州において農業は､経済的に最も重要な部門であり､約69%の人口が農業に依存し

ている｡ 1991年人口調査によると､カルナタカ州の人口は4,480万人である｡カルナタカ州の土

地利用の内訳は次の様である(1988/89) ｡

総面積

森林面積

は種区域

非農業区域

耕作不可能地区域

耕作可能荒地

永久牧草地

果樹･畑地

現在の休閑地

その他

1,905万ha

307万ba

1,050万ha

l18万ha

80万ha

45万ha

llO万ha

32万ha

122万ha

41万ha

当州は､地形上と気候上で極端な特色を持っており､大ざっばに5つの地帯に分類される｡西

部沿岸地帯,マルナッド地帯,北部高原､南部高原及び東部沿岸地帯である｡ガ-ツ山脈の西側

の西部沿岸地帯は､南西の季節風により最も雨量が多く､地形は穏やかに東に向かって傾斜し､

雨量も東に向かって減少するoガ-ツ山脈では7,000mmに至る地域が存在するのに対し､当州の

北部及び東部の平野においては､約600mm程度の雨量であり､その上降雨は不安定である｡アラ

ビア海とガ-ツ山脈の間の西海岸に面した幅約32km,長さ約300kmの幅の狭いこの西部沿岸地方

は､南西の季節風による最も降雨の多い沿岸地帯で､およそ6, 000mm以上の降雨量を受けている｡

当州の大部分の河川の誕生場所のマルナッド地帯は､高い山々と谷を有している｡西と東では

約3, 500mmから約1,000mmの激しい雨量の変化がある地域である｡

北部高原は､当州のほぼ北半分にわたる平坦な地形である｡土壌は黒色土壌であり､樹木の生

育は大変貧弱な不毛の地方である｡雨量は平均的に600mm程度で乏しく､不確実である｡河川で

は季節風の期間にしばしば洪水が発生する｡

南部高原は､比較的標高の高い地方であり､土壌は一般的に赤色土壌,樹木の成育は平均的で

ある｡雨量は不確実であるが約750mm程度で､季節風の期間の洪水はあまりない｡

この様に､当州の約45%近くは700mm以下の降雨であり､約83%は900mm以下の降雨である｡

南西の季節風は､年間降雨量の約73%を降らせているため､当州ではそれ以外の期間である約75
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%の時期が干ばつの傾向にあると考えられる｡

国内総生産の約33%は農業が貢献しており､栽培作物の優先順位は､ 1番目にコーヒー,絹,

アレカヤシ,白壇材, 2番目にはカルダモン,コショウ,カシュウナッツ, 3番目にはココナッ

ツ, 4番目にはピーナッツとチリ, 5番目に果物,そして6番目に綿の噸である｡

最近の40年間で､カルナタカ州における農業は大きく進歩をとげているo穀物生産量は､ 1950

/51年で51百万トンであったが､ 1990/91年には176.22百万トンに増加し､食糧自給率向上に貢

献している｡

カルナタカ州では､約1, 500年以上前から､降雨の無い時期に必要な用水を蓄えるための小規

模な溜池を建設している｡これらの溜池は､当初は人と動物に必要な飲料水として利用されたが､

歴史的な発展の中で､次第にその規模が拡大し､重要な水資源の貯留施設として利用されるよう

になった｡このように､カルナタカの溜地膚概システムは､約15世紀の長い歴史がある｡これは

同国で最も古いものの一つと言ってよいものである｡

2.2計画の背景及び目的

カルナタカ州における溜地建設の開始を明確に確認することはできないが､その歴史はおよそ

4世紀に遡ることができる｡溜他の数は8世紀以降に増加した｡その大部分の溜池は､領主,商

人 個人などによって建設されたものである｡溜池は､その地方の地域社会にとって､単に雨水

を貯水池で節約したり蓄積するだけでなく､その地域の社会的､文化的,経済的な要求を長期的

に保障しており､更に自然の面でも生態環境の改善と強く関係している｡このように食糧生産増

加の濯概施設としての大きな役割を果たし､地域住民の社会･経済状態を改善する財産として地

域住民は溜他に大きく貢献している｡

カルナタカ州には､現在約37, 000ケの様々な規模の溜池はあるが､これらの溜他の約38%は､

感慨面積が4haよりも小さいものであるo 200haを越える大きな溜池は､全休の1.4%を占める

にすぎない｡

溜他の存在する地域としては､雨量の多い沿岸地帯には少なく､マルナッド地帯に州全体の約

25%存在する｡この地帯は畑地と天水による水田農業が基本的手段である｡溜池は一般に小さい｡

これらの小さな溜池は､収穫の遅い時期の作物に対して､用水の不足を供給するものである｡

北部高原には州の溜池全体の約15%が存在するが､この地域は､ラビ期の作物に適合している｡

一般にラビの季節における漕潜の必要性がないためこの地方における溜池の有効性はそれ程顧著

ではない｡

南部高原の溜池は､州全体の約60%を占めている｡この地方では､溜池の貯留量によって調整

することで､季節風の雨量の変化の影響が最小限になるような方法で溜池を利用している｡全て
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の村には､たとえどのような大きさであろうと､一様に2つの溜池を持ち､虐概以外に家畜用水

や魚の飼育等に使用されている｡

これらの地域では､経年の滞砂や老朽化により非常に多くの溜池が機能を果たさなくなり､そ

の濯概施設としての効率を失っている｡現存の大部分の溜他には､種々の原因でシルトが堆積し､

貯水量が減少し役割を維持する事ができない結果となっている｡この様な原因には次の様な特徴

がある｡ (a)溜池の集水区域に土地利用の変化があり､多大な影響を及ぼしていた放牧地が変化

した｡ (b)農民による農地の修復や改良へ向ける注意が不足したため､耕作適地で実施する農業

の質が低下し浸食が進行した｡ (c)地域住民の土地の必要性が増加したため､集水区域内の耕作

適地も不適地も共に樹木の伐採をすすめた｡ (d)その地方の水資源管理の質が悪化し効果は低下

したo (e)被漕概地域の用水管理や溜池システムの利益を農民が従来のように被益しなくなった｡

以上の原因による老朽化した溜池からの給水の予測不可能,不安定に対する農民の自己防衛策は

水の無許可利用,遵法利用となり､末端水路の破壊にまで及んでいる｡こうした事態は資金､機

材不足のためいまだ根本的な改善はなされてない｡溜池システムによる非常に有益な役割を考慮

すると､溜他の復元は重要かつ切迫している｡この様な背景の下に､同州政府は溜池システムを

近代化することを計画し､第8次5ケ年計画期において､ ｢天水畑農業のための全国流域開発計

画(National Watershed Development Programme for Rain fed Agriculture)+を開始した｡不適

切な土地管理には､土の浸食と水路や溜池の沈泥に大きな原因があったため､天水栽培技術の改

善と適切な土地及び水資源の管理を取り上げている｡更に水路や溜他の沈泥を除去することによ

り､その貯溜能力を回復させ､受益地域を整備して地域及び農業の振興を図ることを目的とした

ものである｡

2.3計画の概要

2. 3. 1実施機関及び運営体制

水資源省(中央政府)

カルナタカ州政府

小規模漕慨局
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カルナタカ州政府は全体の責任を持ち､プロジェクトの組織を監督する｡中央政耐水資源省が

組織の監視と調整を行う｡カルナタカ州政府の下の小規模漕親局と農･工業開発公社は､実施機

関としてプロジェクトの維持管理を協力して行なう｡小規模漕概局は小規模溜他の沈泥除去に責

任を持ち担当する｡農･工業開発公社は土地改良を担当し､州政府に委任され全ての機械の実際

の運転･整備もまた担当する｡又,農･工業開発公社は現在類似の事業を実施しており､地方レ

ベルでワークショップを運営している｡

2.3.2事業計画

a.流域総合開発がすでに行なわれている地域の中から溜池を選択し､滞砂を排出することによ

り溜他の容量を復元し､濯概面積を広げる｡雇概用水の有効利用のため､圃場整備(整地)を行

ない､末端圃場まで漕概ができるようにする｡排水不良による湛水や塩分集積を防止する｡

b.沈泥除去や圃場整備は小規模溜池から始め､事業効果を確実なものとし､農民-アピールす

るものにする｡工事期間を一年とし､その年の内に完成させ来雨期からの供用を開始する｡ (年

間100日稼動) ｡

c.毎年の沈泥除去のブルドーザー1台当りの単位能力は以下である｡雨期及び貯水池の貯留期

間をさけ､乾期に工事するものとする｡

:年間100日× 8運転時問/1日×30m3/1hr

-24,000m3

平均滞シルトの厚さを1mとして､ 2.4ha /年/台の工事可能である｡

d.掘削した沈泥はレンガ製造や土壌改良に使用する｡

2. 3. 3計画対象地域の位置及び状況

プロジェクトの範囲は､カルナタカ州全体に及ぶ｡約37,000の潅慨用溜池が約70万haを濯概し

ているが､現在滞砂のため40万-45万haしか漕慨ができなくなっている｡更に濯概対象地域の圃

場整備が不十分なため､濯混用水の未利用もしくは､不足を生じている｡この結果､農地の湛水

化や塩分集積を引き起こしており､深刻な土壌汚染を生じている｡州政府は､このような状況を

改善して人口の増加に対応し､食糧増産事業を実施するために､溜他の改修及び圃場整備の促進

を計画しているが､排土砂用及び圃場整備､造成用の建設機械が不足しているため､実施に困紫

をきたしている｡このため､日本政荷へ農業土木用の資機材の供与を要請する意向を表明してい

る｡
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2. 3. 4必要施設及び機材の概要

A.小規模溜他のための沈泥除去

- ブルドーザー(D4Hクラス) :掘削及び短距離排土用(約50m)

11.6t, 95馬力,リッパー付

- ホイルローダー(926Eクラス) :積み込み用

1.8m3, 112馬力

B.大･中規模濯概のための圃場整備及び土地の均平化作業

- ブルドーザー(D4Hクラス)

C.スペアパーツ等

D.ダンプトラック:排土運搬用

2.3.5維持･管理計画

監督 省庁:水資源省

実 施 機 関:カルナタカ州政荷

直接運営機関:小規模感慨局､農･工業開発公社

州政冊が供与機材を保有し､小規模濯親局､農･工業開発公社へ貸与する｡小規模港親局は計

画の立案､実施モニターを行い､工事及び機械の運営､保守は農･工業開発公社に委託する｡
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2. 4我国への要請内容

A 全体計画のフェーズⅠのパイロット事業のための資機材

･小規模漕概溜池のための沈泥除去機材

- ブルドーザー(D4H) 18台

- ホイルローダー(926E) 18台

･大･中規模濯概のための区画整理及び土地の均平化機材

- ブルドーザー(D4H) 25台

･スペアパーツ等

B 供与機材の保守整備のための技術供与

(ダンプトラック類は､州政府が民間より貸り上げる予定)

2.5要請内容の検討

2. 5. 1計画の妥当性及び必要性の検討

本計画の背景､目的､計画内容に関する資料収集､意見聴取を行なった結果､本計画は妥当で

あり､必要性のあるものと認識した｡特に､計画の効果が翌年の雨期から出､効果の発現が早い

こと､更に確実であること｡工事後のメインテナンスについても､滞砂の貯留する年数(約100

年1mとのこと)から考えると､フリーの状態にあり効果の持続性が高い｡近年､新規の大規模

濯概工事が進捗が悪いため､第8次5ケ年計画では実質的にゼロになっており､世銀やOECF

が融資をとめている｡このため､本計画のように効果の速効性及び持続性の高いプロジェクトは､

世銀等も支援の姿勢をみせている｡従来､大規模濯概の恩恵をうけえない地域が対象となってお

り､この点からも貧困地帯を対象としたプロジェクトであり､民生の安定､生活向上に大きく寄

与するものである｡

インド政府の第8次5ケ年計画における最大の重要課題点である､天水依存農業地帯を対象と･

した流域開発､小規模･限界零細農援助の下に策定した計画であり､農村開発の重点である農村

内の雇用機会を拡大する点からも､社会的資産である溜池システムを近代化する計画は､最も速

効性が高く効果的であり必要性のあるものと考えられる｡

2.5.2実施･運営計画の検討

溜池システムの歴史と過去の運営･管理の慣例等に関する調査により､溜他聞係者が事業実施

だけでなく､末端水路等の機能維持に参加する事が重要である｡現在は末端まで濯概用水がいか

ないことが水路維持の大きな問題であるため､本計画の実態は住民の参加を大きくうながすもの
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となるであろう｡

2. 5. 3類似計画及び国際機関等の援助計画との関係重複等の検討

カルナタカ州における日本の農業協力は､マンディア模範農場､マンディア農業普及センター

による一連の農業技術協力が1960年代半ばより12年間にわたったが､その後は絶えている｡それ

以外に国際機関､諸外国の当州に対する農業援助はない｡現在､世銀に対して本計画の実施(資

機材を除く)のための要請を検討中である｡

2. 5. 4計画の構成要素の検討

溜他の改修に圃場整備を組み合わせることにより､効果的な水利用に加え湛水化防止､塩分集

積防止効果が見込まれ､土壌改良効果､生産量の増加が期待できる｡

2.5. 5要請機材の内容検討

本計画の要請機材は州政府の意見聴取､協議､資料収集の結果､ブルドーザーとホイルローダ

ーの組み合わせが､事業実施後の作業にも対応でき､現実性がある｡他に工事量から考え､スク

レーパ若しくは､ハイドロエキスカベータ等の適用が考えられるが､工期が乾期に限られること

から未工事期間中機材を休止させる必要がある｡この期間中他の工事(農道整備､等)への適用

を考えると､一般に搬用性の高い2機械の組み合わせが望ましいといえる｡なお､ダンプトラッ

クは工事期間中､州政府が一時的に民間から借り上げる方式で､最も安価な施工法と考えられる

ため要請には入れてない｡

2. 5. 6技術協力の必要性の検討

同州政府は､供与機材の維持管理のために､短期的には計画立案のできるコンサルタント､長

期的には専門家及び青年海外協力隊を要請している｡更に､日本での研修も要望している｡

同州はすでに養蚕の専門家を受け入れており､日本の技術援助を期待することが大きい｡設備

も-応修理工場が整っており､専門家の受け入れ体制もある｡

2. 5. 7協力実施の基本方針

本計画の目的はカルナタカ州において､小規模港概溜池の沈羅除去及び大･中規模漕概溜他の

水懸かり地域を圃場整備､均平化することにより農業生産を増大させ､ひいては人口増加の需要

に対応しようというものである｡これに必要な機材を必要量だけ適格に供与するものとする｡同
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州政府は､機材の修理工場を県レベルで保有し､更に民間のトラククーの生産工場もあり､技術

的には非常に信頼性の高いものをもっている｡しかしながら､修理機材も老朽化しているため､

最新の保守･管理技術の修得が必要である｡このため､機材の保守･管理にあたって研修を含め

た技術協力が必要である｡それに当たって､相手国政府との協議､現地調査により現状を把握し､

意義､効果､無償資金協力としての妥当性を明確化できるよう調査が必要であろう｡

2. 6事業の効果及び勧告

一 本計画により､直接的におよそ18百万人に利益が及ぷ

一 本計画により､間接的におよそ25百万人に利益が及ぷ｡

一 本計画により､およそ20,000k]至の範囲に利益が及ぶ｡

現状では､人口が増加し､農業生産の増加を要求されているが､漕概能力は低下し作物生産と

農民の農業収益は減少している｡本計画を実施することにより､次の様な影響が期待される｡

一 農業生産量の増加

一 地域社会の生活水準の向上

一 農業部門での十分な雇用機会の創造

一 地域社会の1人当り所得の増加

この様に､広範囲に便益が及ぶものであり､早急のプロジェクトの実現を望むものである｡
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第3章 アンドラプラデシュ州農地開発･保全計画

3. 1計画地の概要

1991年の最終センサスによれば､アンドラプラデシュ州の人口は66,334,559人であり､面積は

275,045 kniである｡人口及び面積はインドで第5番目の大きさであり､人口はインド全体の約8

%を占め､面積はインド全体の約8.5%を占めている｡

位置としては､緯度13o Nから20o N､緯度77o Eから85o Eの間の熱帯地帯である｡

東はベンガル湾に到り､北東はオリッサ州､マディアブラデシュ州と接している｡西はカルナタ

カ州､南はタミルナドゥ州､北はマハラシュトラ州とそれぞれ接している｡当州は農産物や工業

製品を広大な可能性のある市場として､数々の州と接続し供給できる位置にある｡他州の主要な

交易地は､マドラス､バンガロール､ボンベイ､ナ-グプル､カルかノタ等である｡当州はまた､

グジャラート州とタミル･ナドゥ州に次ぐ約960kmに及ぶ長い海岸線を持っている｡そこにはビ

シャカバットナムのような主要港の他､カーキナ-ダやマスリバットナムのような中級の港を含

め､ 7つの港がある｡ビシヤか〈ットナムはカルかノタとマドラスの間の優れた自然港であり､

マディアブラデシュ州やオリッサ州にも足を伸ばせる重要な港である｡

当州は南西と北東からの季節風による降雨を受ける｡前者は一般に6月始めから9月頃に発生

し､後者は1 0月から1 2月にかけて発生する｡しかしながら当州の約3 0%の区域と約2 2%

の人口が干ばつの傾向にあると考えられている｡気候上は雨期と寒くない冬に続く5月から6月

が厚い夏である｡夏はきわめて暑い地域もあるが､一般には8月から2月が最も快適な季節であ

る｡

当州にはまた､非常に多くの川が流れておりゴーダーヴアリー川とクリシュナ-川は､多数の

支流を有する主要な流域である(ゴーダーヴアリー川は2 1本､クリシュナ-川は1 9本の支流

を持つ)
｡その他数多くの中規模の川が在り､濯概､発電等多くの可能性を有している｡

地理的には､ 3つの異なった地方に分類する事ができる. (i)沿岸アンドラ地方(ii)ラヤ

ラシーマ地方(Bi)テランガナ地方であり､経済発展の面でも異なった様相を示している｡沿岸

アンドラ地方は9つの地方から成っており､面積は92,906kn3､人口は28,700,967人である｡ (19

91年センサス)
｡ラヤラシーマ地方は4つの地方で成り､面積は67,299khi､人口11,668,044人で

ある｡降雨は乏しく不確実であり､濯概は不足している｡以前は飢きんの多い地方であったが､

近年は濯概施設が拡張され､部分的に農業も発展している｡鉱物資源や森林資源が豊富であり､

この地方の代表的都市はクアヌール(人口17,658人)である｡テランガナ地方は1 0の地方で成

り､面積114, 840k東､人口25, 985, 548人の広大な地方である.この地方は沿岸地方ほど降雨が多

くなく､土地もまた肥沃ではない｡この地方はまた教育や経済発展も遅れている｡しかしながら
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港概の可能性があり､産業のための鉱物資源も豊富で､近くに2つの大都市をかかえており(ハ

イデラバード:人口3,091,726とセカンデラバード)
､将来発展の可能性のある地方である｡主

要都市はウランガル(人口2,813,634人)とニザマバード(人口2,035,809人)である｡人口密

度の傾向は､ 1971年センサスでは全インドが182人/kniに対し､全州で157人/kd､ 1991年セン

サスでは全インド257人/kniに対し､全州で241人/khiとなっている｡しかしながら3つの地方

の問には異なった傾向がある｡ 1971年センサスでは､沿岸アンドラ地方の人口密度は212人/kd､

ラヤラシーマ地方は115人/km2､テランガナ地方では157人/kd｡ 1991年センサスでは､沿岸ア

ンドラ地方309人/k盛､ラヤラシーマ地方173人/kni､テランガナ地方226人/k述となっている｡

労働人口の分布は次の様である｡

労働者の分類
全労働者に対する比率(%)

1971年A･P州 1971年全インド 1991年A･P州

自作農 32.23 42.87 27.75

農業労働者 37.40 25.76 40.76

その他の労働者 30.37 31.37 31.49

この様に当州では､非常に多くの人口が農業労働に従事している｡ 1971年ではビハール州(38.

o2%)に次いで､ 2番目に農業労働者の多い州となっており､現在ではさらにその比率は増加し

ている｡

当州の1人当たり所得は､ 1985/86でRs.743となっており､インド全休のRs.798よりも低く

識字能力の比率も､ 1981センサスによると当州は29.9%で､インド全体の36.29,o'ckりも低い｡当

州にとって重要な部門とされている農業においても､ 1人当り農業所得(地方部)は約Rs.836と

パンジャブ州のRs.1756､ハリヤーナ-州のRs.1463､マハラーシュトラ州のRs.922などに比

べ少ない(1981/82) ｡ 1人当り食糧生産額(1984/85)も当州は195kgで､パンジャブ州の857kg､

ハリヤーナ-州の500kg,マディアブラデシュ州の252kg､ウックルプラデシュ州の246kgなどに比

べ少ない数値となっている｡現在でも農業生産量は同じ水準に低迷している｡
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^NNtlAL EXPONENT工AL GROWTH RATE: RURAL. URBAN AND THEIR DIFFERENCE (URGD)

Average annual exponential growth rate of population

State / Nattlral

RegioTl.

LJ

LA)

氏 u r a 1 U r b a ∩

Urban - Rural growth

Differential

1961-71 1981-91 1981-91 1961｢71 11971-81 1981-91 1961-71 1971-81 1981--91･

10

Andhra Prtadesh

Coastal冬ndhra

Rayalaseema

Telangana

Telangana

(excludin8 Hyd.U.A.)

1.67 1.57 1J67

1.38 1.37 1.56

1.ウ8 1.45 1.56

1.99 1.88 1▲87

1.99 1.88 1.87

2.92 3.96

3.01 3.55

2.37 4.02

3.05 4.29

2.32 5.03

3.55 1.25

2.96 1..63

3.23 0.59

4.26 1.06

3.47 0.33

2.39 1.88

2.28 1.40

2.57 1.67

2.41 2.39

3.15 1.60
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FIGURES AT A GLANCE

ANDHRA PRADESH 1991 CENSUS

(Pr_n)isl.o.1al F19UreS)

1. POPロLATION Persons

Males

Females

2. DECENNIAL GROWTH RATE (1981-91)

3･ SEX RATIO (F9males per 1000 males)

4. PROPORTION OF URBAN POPULATION

TO TOTAL POPULATION

5. NUMBER OF TOWNS/URBAN AGGLOMERATIONS

6. NUMBER OF CLASS I CITIES/URBAN

AGGLOMERATIONS (Raving ･more than one

lakh
population)

7. TOTAL WORKERS

TOTAL POPロLATION

8. MAIN WORKERS

TOTAL.POPULATION

x lOO =

x lOO =

9. BREAK Ut' OF MAIN WORKERS:

i) CロLTIVATORS

TOTAL MAIN WQRJくERS

ii) AGRICULTロRAL LABOロRERS

x lOO ≡

x lOO =

TOTAL MAIN WORIくERS

iii) WORKERS IN■ HOUSEIIOLD INDUSTRY

TOTAL MAIN WORKERS

iv) OTRER WORKERS

TOTAL MAIN WORKERS

x lOO =
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3.2計画の背景及び目的

当州の現在の人口は66, 354, 559人(1991年センサス)で､その内約73%は地方部の人口となっ

ている｡

人口の増加率は､州全体の人口増加率(地方部)は1961/71年で1.67%､ 1971/72年は1.57%

と低下したが､ 1981/91年の10年間で1.67%と再び増加した｡沿岸地方､ラヤラシーマ地方の人

口増加率は同様に1961/71年から1971/81年に低下し､ 1981/91に増加しているが､テランガナ

地方の人口増加率は他の2つの地方に比べ高く､ 1981/91年で1. 87%であり1961/71年以来高い

増加率を維持している｡一方都市部の人口増加率は州全体で1981/91年に42. 69 %､ 1971/81年

の48.62%に対して低下している｡

州の人口の大部分は地方部に居住しており､その約80%は純粋に農業に従事している｡

当州の経済も､総生産の約80%が農業に依存している｡加えて人口の増大は深亥りであり､その

ための需要に対処する農業生産の増加は､当州の最重要政策となっている｡州政府の第7次5ケ

年計画は､耕作適地の増加と農業生産力の増加を特に重要視していたが､それには荒れ地や休耕

地の開発､あるいは土壌保護を促進することが必要であった｡しかしながら圃場開発は､それに

適した機械化工事システムや資機材を必要としたが､適切な建設機材や設備の不足により､計画

とその達成の問には大きな隔たりがあった｡州政府は､社会計画と経済発展のため､第7次に引

き続き第8次5ケ年計画に次の様な開発戟略を与えている｡

天水栽培地区や荒れ地の開発計画等､流域総合開発をとおして､耕作地をさらに増加する

事により､十分な食糧保証と適当な栄養摂取水準の確保｡

農業生産物の輸出品の増加と多様化｡

農業部門における十分な雇用機会の創造｡

一 国内農業基盤産業のための農産加工原料の生産｡

一 地域社会における農民及び農場労働者の定住｡

この様に増大する需要に対処し､耕作適地を供給する必要性から､機械化によって土地開拓､

土地の均平化､圃場整備を行ない耕作適地を拡張し､円板リッビング､深耕によって現状の土壌

の改善を行なうことを計画した｡これは短期的には､食用作物の他､換金作物等､多様な生産の

増加による地域社会生活の改善､中･長期的には､農業部門の生産の増加と多様化による外貨の

確保､農業部門における十分な雇用機会の創造､及び地域社会における農民の定住を目的とする

ものである｡
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3.3計画の概要

3. 3. 1実施機関及び運営体制

アンドラプラデシュ州農地開発公社(APSAIDC Ltd.)は､中央政府とAP州政府が49.5%の公

正な分担による協同企業体で1968/69年にモデル政何機構として設立された｡その後1979/80年

にA P州政府公営企業部門に移された｡その機構の主要目的は､農村地域社会への農業援助供給

である｡農業技術サービス､農薬､プロジェクトに関する主要な3つの部門があり､農業技術部

門は土地の開発を取り扱う｡未耕地の開発や州のネットワーク内の支配区域､支配しない区域の

土壌保全を含む土地改良､そして機械化設備を導入し､農業生産増加のための耕作地拡大援助で

ある｡その他､製造工業や農民に対する改良農機具の配給､農業機械の椎持管理に関する技術の

地域農民への普及｡エンジンポンプ､電気モーターなど異った部品の交換､一組み立て､溶接を､

地域青年農民自ら行えるよう教育する｡

組織図は次の様である｡

州農業機構図

A)概要

副 委 員 長&マネジネンげィレクタ-

(Ⅴ.C.) (M.D. )

秘書GM GM(AE) GM(RR) GM(プロジェクト) GM(AC)

l I
RM(AE) RM(AE)

13 15

B)農業技術部門(AE)

ゼネラルマネージャー(GM)

Marlager Manager Manager Manager

(LD&TR) Central W/S (Impl) (ASTC)

エンた7(OSP)エンジニ7 アルトザ-

オペレーク

GM(E&A)

メカニクストレニング管理スタッ7
スタッフ

ワークショップスタッ7(地域のワークシ=プ)
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権限と職務

1)農業関連産業の奨励と設立｡

2)農業地域社会への農業援助の供給｡

3)州内の被虐概地域内･外の荒廃地や休閑地の開発と土壌保全

4)改良農機具の製造と配給｡

5)トラククー､スペア部品､バッテリー､タイヤ､チューブなどの供給｡

6)果物の工場製造と販売｡

3.3.2事業計画

第8次5ケ年計画の期間中に､ 4.001akhs(40万)ヘクタールの荒廃地､休閑地の開発と1.001akhs(10

万)ヘクトルの原野の土壌改良を行う0 日的達成のため､ブルドーザとリソジャーの機械化設備を伴

う業務部門を導入する｡

一 耕作適地の造成

1)土地整理

2)土地の均平化

3)圃場整備

土壌保全

1)深耕

2)円板によるリッビング

3. 3. 3計画対象地域の位置及び状況

プロジェクトの範囲は､アンドラプラデシュ州全休に及ぶ｡同州の農地開発公社は､農地を開

発し､農民に提供しているが､農地開発用の機械が不足しているため､増大する人口と農民の要

求を満たすことができない｡このため､第7次及び第8次(現行)の5ケ年計画において､農地

開発及び土壌改良を行うこととし､食糧増産及び増収､農業セクターの就業機会の増大､農村工

業への原料の供給､農村社会の定住化を併せ実施することとした｡

3. 3. 4必要施設及び機材の概要

農地開発:クローラ･トラクタ(D4 :90馬力クラス､トジング7タッチルト付き) 100台

土壌保全:リッジャー 50台
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3.3.5維持･管理計画

プロジェクトの維持管理は､_実施機関である農地開発公社(APSA I DC)が行なう｡

当機関はA P州のモデル政府機構であり､ 23年間にわたって農地開発に取り組んだ豊富な経験

を持っている｡農地開発用の機械の運転､維持､管理､修理のための経験のある技術スタッフが

合理的､組織的に作業を行うこととする｡当機関は､大規模なオーバーホールや部品の供給､

プロジェクト業務の遷宮組織も請け負い､地域にワークショップを設置している｡

3.4我国への要請内容

農地開発:クローラ･トラクタ(90馬力クラス､トジングアタッチメント付き) 100台

土壌保全:リソジャー 50台

3. 5要請内容の検討

3. 5. 1計画の妥当性及び必要性の検討

本計画の背景､目的､計画内容に関する資料収集､意見聴取を行なった結果､農民の要求を満

たせない最大の原因が機械の不足にあることから､要請内容は妥当である｡増加する人口に対応

する面でも､必要性は大きい｡

3.5.2実施･運営計画の検討

プロジェクトの実施及び運営を行なうAPSAIDCは､ローカルスタッフの要員､経験､技

術水準とも豊富であり､要請機材の運用にも十分対応できるものと思われる｡

3. 5. 3類似計画及び国際機関等の援助計画との関係重複等の検討

1960年代半ば､日本の農業技術協力により､当州グントウール県にパパトラ模範農場が開設さ

れた｡その後農業普及センターとして､約10年にわたり､専門家4名､ 4690万円に及ぷ機材の供

与がなされ､単位面積当りの収量を上げた｡しかし､塩類障害や鼠害のはか三化浜虫の激発のた

め､周辺農家への稲作普及にまで至らなかった｡

1980年代には､スウェーデン(S IDA)による､農村水供給プロジェクトが実施されたが､

その後類似プロジェクトは無いため､重複関係は無いものと考えられる｡
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3. 5. 4計画の構成要素の検討

当州の土壌の大部分は､赤色土壌が占めており､作物の収穫量が貧弱な1つの原因となってい

る｡現存する耕作地は､大部分が天水依存であるが､これを漕概によって生産量増加を図るのに

比べ､機材の使用による深耕は､直接的に効果があり経済的である｡農地開発公社の農地開発に､

深耕による土壌改良を組み合わせることを計画している｡機材､人員の面でも合理的計画であり､

後の運営･管理の面でも供与された機材の利用価値は大きい｡

3. 5.5要請機材の内容検討

当計画の深耕による土壌改良を行なう機材としては､サブソイラーが最も深耕効果が大きいが､

対象地域が広大であることや､石塊､残根等の損傷が少なく砕土が良いという面で､円板タイプ

の大型が適当と考えられる｡また､落花生や油料種子等畑作物のうね立て作業あるいは培土作業

にも利用できることから､円板タイプのリッジャーが能率的である｡けん引は､土地の均平化や

圃場整備のできるクローラ･トラクタが最適である｡

3. 5. 6技術協力の必要性の検討

農業部門において､日本は先進の科学技術を持っている｡農業の機械化によって､作業能率及

び作業の質を向上させ､生産規模を拡大し､単収及び生産量の増大､生産コストの低減化等の多

くの経験と技術を蓄積している｡現在要請されている機材は､地元生産の同型機材と比較して､

維持管理経費を含めて､故障も少ない｡導入された場合には､技術要員､運転要員､整備要員の

能力も高いことから､事業実施及び目的達成に多大に貢献するものと考えられる｡

3.5.7協力実施の基本方針

当計画は第8次5ケ年計画の中でも､トップ･プライオリティーが置かれている農業セクター

に含まれている｡その中でも農地開発は､最も州政府が期待する分野であり､これまでにも多く

の経験を積んできたことが確認されている｡本計画は､この農地開発を継続して推進するととも

に､その技術力と組織力を効果的に活用するため､土壌改良のできる最新機材を供与するもので

ある｡

実施にあたっては､必要な機材を必要量適格に供与するため､現有機材と運営管理体制の調査

を十分行う｡また現地機関及び農民等の意見を聴取するとともに､日本側関係者の意向も考慮す

る必要がある｡
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3. 6事業の効果及び勧告

事業の実施により､次のような経済的､社会的効果が見込まれる｡

一 栽培面積の拡大と土壌改良により､作物生産量は増加し､地域社会の生活が改善される｡

一 外貨の獲得が増加する｡

一 地域社会において､雇用の機会が創出される｡

一 地域社会において､農民及び農場労働者の定住が増加する｡

直接的な稗益人口は約30百万人､間接的にも約5百万人が推定される｡またプロジェクトの

明確な影響により､広報効果は45百万人の人口に及ぶものと思われ､事業実施の意義は極めて大

きい｡
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S.47. 4 -S.51.ll

S.51.12 -5.55. 5

S.55. 9-現 在

昭和22年12月1日生

昭和45年3月

大豊建設㈱

青年海外協力隊

(柵建設企画コンサルタント

海外本部 次長

立教大学法学部法学科卒業

S.45. 4-現 在 新キャタピラー三菱㈱

R. 4 8-現 在 (槻建設企画コンサルタント

嘱 託
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2.調査日程

日程表

日数 年月日 曜日 出発地 到着地 宿泊地 備考

1 t14.9.20 日 成田 デリー デリー 移動IC839

2 9.21 月 デリー ハげラー巾ド ハイデラー巾ド大使館,JICA表敬,移動

3 9.22 火 ′/

7ンドラブラデシュ州農業省訪問

4 9.23 水 // 現地調査

5 9.24 木 ′/ 同州農業省会議

6 9.25 金 ハげラ-巾ド バンガロール /てンガロ-ル 移動,IC916,カルナタカ州開
発会議現地調査

7 9.26 土 // 現地調査

8 9.27 日 バンガロール デリー デリー 移動,IC404

9 9.28 月
′′

大使館,OECF報告

10 9.29 火
′′

JICA報告,世銀訪問

ll 9.30 水 デリー 東京 帰国
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3)資料収集リスト

･ EIGtrr FrVE YM PLAN 1992-97 Volume I GOVERNMm OF mIA PLÅNNING

COMMISSION■

NEW DEu七

■'

Volllme II
-I

･ JAIN BOOK AGENCY, Monthly JBA Volume V July & AugtlSt, 1992 (Magazine)

l

May,1992 (
'I

)

･ ICRISAT (hternationalCropsResearch lnstittltefor the Semi-Add Tropics) ICRISAT

･Les 20 ans de 1.ICRISAT
”

･ ICRISAT Report 1991
11

･ Fertilizer UseinSemi-Add Tropicalhdia
”

･ A Review ofFertilizer Use Research on Sorght)minI11dia
'l

･ Phosphorusinhdian Vertisols htematioLla] Crops Research IJISlitutefor the Semi-Arid Tropics

･ Watershed-Based Dry)a71d Farming illBlack a力d Red Soils of Peninstllar hldia
”

･ RAINFALL PROBABILrrY ESTIMATS FOR SELECTED LOCATIONS

OF SEMI_ARID INDIA RESEARCH BULLETIN NO. 1

2nd Edition - Enlarged

･ Improvlng the Management of Indials Deep Black Soi)s
”

･ TRAINING NEEDS FOR DRYLANDAGRImTURE
11

･ REVIEW OF PROGRESS SIm FIVE YEAR PLAN

1980-85 ANDHRA PRADESH

･ SEVENTH FIVE YEAR PLAN 1985-90

ANDHRA PRADESH VOLUME I

･ ANDERA PRADESH SEASON & CROP REPORT

1985-86 1395 FASLI

･Andhra Pradesh UVESTOCK CENSUS 1983 Volt)me - I

･ RASmYA BARH AYOG (N〟nONAL COMMIS-
SION OF f-Loo°s)REI'ORT VOLUME - I

MARCH 1980

･

MID TERM APPRAISAL OF SEVENTH FIVE YEAR

PLAN 1985-90

● Changing Slum Communities
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NING (PLINNING WING)
DEPARTMENT GOVERNMENT OF

AmHRA PRADESH

F…CE & PLA脚ING (PLAmNG

WNG) DEPARTMENT
GOVERNMENT OF ANDHRA

PRADESH, mERABAD

BUREAロOF ECONOMICS 良

STATISTI CS

GOVERNMENT OF ANDHRA

PRADESH, mERABAD - 500 004

BUR&U OF ECONOMICS &

STATISTICS

GOVERNMENT OF ANDtIRA

PRADESH, mERABAD - 500 004

GOVERNMENT OF INDIA

MINISTRY OF ENERGY 良
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nNjuCE & PLANNING (アLG･WING)
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ANDHRA PWESE, HYDERABAD

William J. Cot)sins, Catherine Goyder



･ REPORT OF THE EXPERT COMMImE ON trnLI-

SAnON OF RIVER WAT電RS IN ANDHRA

PRADESH KRISHNA RIVER BASIN

VOLUME - I JtJLY 1985

･ SURVEY OF ECONOMIC Am STATE PLAN

1990-91 VOLUME-Ⅵf

･ MISSION REPORTAP I 16 VOLUME II: ANNEXES

･ CENSUS OF INDIA 1991 SERIES 2 ANDHRA

PRADESH PAPER 1 OF 1991 SUPPLEMENT

PROVISIONAL POI〉ULATION TOTALS

･ SURVEY OF ECONOMIC TRENDS AND STATE

PLAN 1989-90 Vohlme VII

･Andhra Pradesh LrVES■n)CK CENSUS 1983 Vo)I)me ff

･ PRELIMINARY PROPOSALS FOR DRINKING

WATER SUPPLY TO TEE VILLAGES OF

ANjmAPUR DIST. FROM TUNGABHADRA

PROJECr HIGH LEVEL CANAL SYSTEM

･ ANDHRA PRADESZI SEASON & CROP REPORT

1987-88 [397 FASL】

･ SEVENTH FIVE YEAR PLAN 1985-90

ANDHRA PRADESH VOLUME II

･Andhra Pradesh StatisticalAbstract 1984

･ SURVEY OF ECONOMIC TRENDS ANDSTAⅡ

PLAN 1988･89 VOLUME - VII

● REPORT of the Expert Committee OII Utilization of River

Waters

･ mUSTRIAL POTmL SURVEY

ANDBRA PRADESH
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ANDHRA PRADEStI, HYDERABAD
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STATISTI CS
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PRADESH, mERABAD I 500 004
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4.面談者リスト

(1)日本大使館

演 勝俊

松尾 元

(2)国際協力事業団

樋田俊雄

(3)海外経済協力基金

(4)インド アンドラブラデシュ州政府

MR H.K.BABU

MR M.C.MADILETI

MR B. DANAM

DR C. HANUMANTHA RAO

MR R. KURMANAIKULU

MR K.L.RAJロ

MR G. VIDYASAGAR

MR MUNUSWAMY

MR D. S. R. SHARMA

MR R. A. RAJSEKHAR
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′′ (農業担当)
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Secretary
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5.現地写真
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カルナタカ州

溜池(ダム側)

カルナタカ州

溜他の滞砂状況J

納の滞砂状況≒
カルナタカ州

夏

頂
:_ 3L■コ



僅蓋歪蓋墓濫地域

巧堅

カルナタカ州

被虐概圃場(さとうきび:

カルナタカ州

溜池末端被濯慨圃場
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カルナタカ州

農･エ菓開発公社

建磯ワーク‾ショップ

カルナタカ州

シルト滞積の溜池視察
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ルナタカ州

ルドーザ-エン.i

理点検
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ー出血

アンドラプラデシュ州

ICRISAT視察

アンドラプラデシュ州
農地開発候補地

アンドラプラデシュ州

ICRI SAT内試験圃場



アンドラプラデシュ州

農地開発状況

二毒
;'f

I

I

｢

梅酢

'i
‾L)I

アンドラプラデシュ州

農地開発現場

アンドラプラデシュ州

農地開発工事現場視察
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アンドラプラデシュ州

ワークショップの修理状況

(キャタピラーの整備)

アンドラプラデシュ州

現有ブルドーザーの状況

(整備中､ 10年以上前のもの)

アンドラプラデシュ州

ワークショップブルド

ーザー修理状況



英文要請書(莱)

1. Development of Land and

lrrigation Resources fof･

improving Agricultural Productivity

in Karnataka

2. Larld Development and Soil

Conservation Project

5 3



6.要請内容(英文)

【wp/1ndoadca]

TlすE APPL工CATZON FORM FOR JAPAN's GRANT AID

Applicant :

Tbe Government of lndla

Economic Sector:

Agrlculture

PrroJect Title:

Development

工rrlgatlon

工mprovirlg

Productlvlty

Karnataka.

of Land and

Resources for

Agrユeuユtural

ln

Project Type:

1)Facllltles Construction

【2)Equipment Supply]

Total Project Cost: 94,176,000 Yen

Responsible Mlnlstry:

(Ministry requested the Ald)

Mlnlstry of Water Resources

工mple7Tlentlng Agency (Agency in

charge of execution of the

p.roJect) :

Karnataka State Government

(Mlnor lrrlgatlon Department)
(State Agro 工ndustrユes Corpo-

ratlon Llmlted)

工.Project Descrlptlon

1.Back Ground

(1)Current Sltuatlon

工n 工ndla, agriculture

largest contributor

accounting for almost
for almost two-tblrds

Over the last four

and allied actlvltles constltute the single

to the Gross Domestic

.Product(GDP),33% of the total. They provide livellbood

of the work force.

decades, agrlculture has made llnpOrtant

strides ln the country. 工t has been able to meet the growing

demand of the lncreaslng populatlon for their essential need,

namely food. The production of foodgralns increase from 51

million tonnes ln 1950-51 to 176.22 mlllion tonnes ln 1990-91.

Thls has enabled the country to be, by and large, self-sufficient

and to increase the per caplta avallablllty of foodgrains albelt



slowly. from about 395 g'm per dlem 1951 t:o 475 gTn in 1990.

(2)Problems to be solved ln the Sector

工ndla will have an

A.D. Tbls will

population and

assoelated wltb

requirement for

and 283 mllllon

estlmated 941 mllllon people by
･tbe

year 1997

1ncrease to 1,102 mllllon by 2007. Wlth tbls

glven improvements ln consumption levels

growth ln incomes, the estlmated foodgraln

1997 and 2007 wlll be around 208 mllllon tonnes

tonnes respectively. The foodgraln production has

to match tbls level of demand. The requlred production levels of
foodgralns by 1997 and 2007 are 210

mllllon tonnes and 285 mlllon
tonnes respectlvelア.

The agricultural sector

requirement due to the

improvements

society. At

development

expected to

per cent ln

1n incomes

the same

ls suitable

shall meet the lncreaslng food

lncrease ln population as well as due to

partlcularly of the poor sections of the

time, 1t ls ensure that the process of

Therefore, the agricultural sector ls

grow at an averaged annual rate of llttre more than 4

terms of gross value of output and 3 per cent ln

terms of value added.

(3)Necesslty and lmportance of lmprovement ln the Sector wblch
lead to the formulatlon of the Project.

工n order to attain the desired growth in agriculture, special

efforts will be 皿ade for enhancing the productlvlty and reducing

the instability in production. Two-thirds of the cultivated area

ls still unlrrlgated area and largely rain fed.

Avallablllty of adequate, tlmely and assured lrrlgatlon ls a

crltlcal determlnant of agricultural productivity. Taking the

last four decades as a whole, the pub】.1c and the publicly founded

outlays ln lrrlgatlon and flood control sector have risen

steadily and there has been corresponding increase ln the

lrrlgated areas.

The Minor lrrlgatlon Census of 1986-87 enumerated solⅥe 676,000

surface water-based minor works. There include around 178,000

tanks and 96,000 dlverslon sebemes currently ln use. According to

the land 11Se Statlstlcs, the area under tank lrrlgation reached

an all-time high of 4.98 mllllon ha ln 1962-63 and progressively

qame down to 3.07

工t ls clear that

to wblcb about 17

1rrigatlon ln 15

for renovatlon and

mllllon ha ln 1985-86.

the malntenance of tanks ls belng neglected due

lakh (1.7 mil.ユiorl)ha area has gone out of

years. Most of them need substantial lnvestment

improvement. The deslltatlon of exlstlng tanks



is major work for this task.

For Major and Medlum 工rrlgatlon

potential and its utlllzatlon of

widely discussed problem. Tbls

delay ln the construction of

, the lagLbetween the creation of

lrrlgatlng water ls the most

has been generally attributed to

dlstrlbutlon network, especially

field channels and ln getting the command areas properly prepared

by land leveling･ and shaping for effective use of water･

The rate_of utillzatlon in terms of increments to area actually

irrigated ln addltlon to capaclty during Fifties was 78% and

reached close to 92o/. in the next decade

the increase ln actual area lrrlgated

additional potentlal created followed

Eighties to around 80 percent.

To solve these probleln, the Command

But during the Seventies

comprised only 69% of the

by an improvement ln the

Area Development Programme

(CADP) started ln 1974-75 as a Centrally Sponsored Scheme.

envisaged executlon of on-flrm development works like field

channels, land leveling, fleld dralns and conjunctive use of

ground and sur-face water', introduction

rotatlonal system of water dlstrlbutlon to

Initially, the emphasis of the prograT71me

of lnfrastructure required to dellver the

of Warabandl, or the

ensure equltable and

was on the development

water to the farmers●

fleld. Durlng lmplementatlon, the progress ln lmplementlng the

full package of on-farm development works was found to be very

limited. A variety of constraints were identified. Experience had

also shown that once the

adequate supply of water,

land levelllng.

By the end of March, 1990.

were under Waraband; land

1.92 mlllion hectares: and

farmers are assured of tim(∃ly and

they take up some of OFD works such as

an area of about 4.96 milllon hectares

levelling and shaping had been done on

fleld channels constructed for 1.1

mllllon hectares. The progress ln terms of land lmprovement and

development of dralnage facllltles has been meagre.

The acceleration of the progress ls keenly required,

Government launches the CAD programme ln each State

more effectlve instrument for ensurlng speedy

lrrlgated agrlc111ture and optlmum use of water. The

capablllty for land preparatlon work ls major
Karnataka State Government during Eighth Plan.

and so the

to make lt a

translt to

increase of

project for

(4)Relatlons between the Sector and the Project

(1) Sector Background;The Karnataka State has a population about

44.8 mllllon according to the last census of 1991 and about 71 %

of the population ュlves purely on agrlculture･ The State-s

economy depends on agrlculture
for about 31dlo Of production, ユo宅



of exports and 71o/o of employment.工n addition to

llvestock, cash crops such as cotton, tea,

important, hovever productlon continues nearly

as 1985. The annual rate of population increase

food crops and

tobacco etc. are

at the same leveュ

from 1981 to 1991

census was 2.06% and the present populatlon ls estimated to be 45

million.

The most important pollcy of the Government of Karnataka, 1s to

increase agrlcultural productlon to meet a demand of foodstuffs

for lncreaslng populatlon. Accordingly, the State Government has

given a special empbasls for the increase of agricultural

productivity of land and water resources.

The follolVlng ls the land use partlculars of Karnataka (1988-89).

Geograpblcal area

Forest area

Non agrlcultural use

Barren/Uncultlvable
Cultivable waste

Permanent pastures

Tree crops/ grooves

Current でallows

Other でallows

Net sown area

19.05 mll ha

3.07 Ⅲ111 ba

1.18 mll ha

O.80 mll ha

O.45 mll ha

1.10 mll ha

O.32 mll ha

1.22 mll ha

O.41 mll ha

10.50 mll ha

The State has extreme topographical and cllmatological features

The Western Coastal Belt 300 km. long and the Western Cats

receive the blghest ralnfall ln the South-West Monsoon. Tbe land

slopes gently tovards the east and

While there are places ln the Ghats

mm only, about 600

plains of the State

Nearly 45% of the

receives less than

contributes nearly
State ls considered

mTn is

Tbe

State

900

73% of

recelvlng

ralnfall

reCelVeS

the ralnfall also decreases.

recelvlng rainfall upto 700

1n the northern and eastern

ls, 1n addltlon, erratic.
1ess than 700 Ⅲm and 83㌔

mm of raln. Tbe SoutblVeSt monsoon

the annual rainfall. About 75% of the

as drought prone.

The future of agriculture depends upon the efficient D7anagemeTlt

of land, water, flora, fauna and the atmosphere. Land and water

are the two most valuable and vital resources

required riot Only for sustenance of life system, but

material well belng and prosperity of the man-kind.

most lmportant natural resource demanding a

understanding of lts inherent features aimed at an

efficient utlllzation of water resources of a region

essentlally

aユso for the

Water is the

comprehensive

optlmum and

. Agriculture

contrlbutes 32.5% of GDP. Karnataka stands first ln respect of

Coffee, silk, areca, sandalwood, second ln Cardmom, pepper and

cashew, tblrd ln coconut. 工t stands fourth ln groundnut and

ebllヱes, flftb ln frults and sixth ln cotton. There ls



considerable cope for future lmprovements.

(ll) Deslltlng of Small Tanks; Of necesslty, people started

building smalユ Ⅳater ponds probably TZ70re than 2000 years ago to

store water for needs during perlods

occurs for only 4-5 montbs ln a year.

the needs of drlnklng for men and

economic improvement, blgger and

of no ralnfall, as rainfall

These water ponds served

animals.工n the pursult of

bigger ponds-tanks and

reservoirs have come lnto･belng to harness the natural resources

of water. I(arnataka has a long history of almost 15 centuries in

this activated and naturally occuples a premier place in the

country. Karnataka has the highest density of tanks and has

almost completed possible utlllzatlon of water through t:anks･ The

ultlmate lrrlgatlon potentlal under Mlnor lrrlgatlon ls estimated

at 1.0 mll. ha. and potential created so far ls 0.9 1nll. ha一

Ⅲowever, wlth the

nonfunctlonal and

efficiency. Most

passage of tlme, a large number of tanks became

slowly and steadily lost tbelr operational

of the exlstlng tanks have silted up due to

variety of reasons.

these tanks ln the

these tanks ls not

In view of the very useful role played by

economy of rural people, the restoration of

only lmportant,

工t ls proposed to modernlze the

selected areas where Watershed

been taken up for lmprovlng the

land management. To take up tank

with
WSD projects so that the

but also urgent.

tank system ln some of the

Development Project (WDP) have

ralnfed agriculture and proper

modernization ln synchronization

land management ls improved and

optimum benefits are achleved. Therefore, the tank modernlzatlon

project does not include the cost of catchment treatment, but

includes all cost of deslltlng the tank bed and structural

lmprovelⅥentS. A local organlzatlon called the village assoclatlon

will be established through the help of a voluntary organlzatlon

(Non-Government Organlzatlon) from the planning stage itself so

that the tank modernlzatlon project ls lmplemented with the

participation of the people. The management of the tank is also

proposed to be handed over to the vlllage assoclatlon for

sustained maiTlterlaTICe.

(ill)Land 工mprovement;There exists

land development
and

lmprovement

Command Area Development Projects,

project and on farm development

productlon an-d rural employment.The

a lot of potential for farm

by mecbanlzed means under

medlum and mlnor lrrlgatlon

project to increa?e the food

State Government ls promotlng

the development of waste or fallow lands or the land levelling

and shaping, and solュ conservatlon for the existing fields whlcb

requires the mechanized method with equipment.
However, there is

a wide gap between the contemplated plans and the acblevement

because of a shortage of equlpment.

Earnataka Agro 工ndustrles Corporation, a Government of I(arnataka

undertaking has been operatlng Bulldozers since 1967 onwards oh



custom blrlllg basュs to the farmers and other Government

departments for agricultural land and water development and

forest development etc. Tbe Corporation was operatlng up 150

Dozers ln

dozers. The

10 years

bulldozers

the past arid the present fleet strength is only 87

maJorlty of exlstlng dozers have worked for more than

and have to be scrapped.The depleting strength of

will have to be replaced to continue land and water

development work. There ls needs to develop waste or fallow land

of 3 mlllion hectares and lmprove the soil and land of the

existing fields of 2 rDl111on hectares during the Eight Five Year

Plan.

To acbleve

categorles

equlpment ;

3)on-farm

ploughing,

the above obJeetlves, tbe project introduces two

of works wblch

1)land clearing,

development for

2)rlpplng of the

requlres the mechanized method wltb

2)1arld ユevelユirlg･ aTld shapillg, alld

Increase of arable lands;1)deep
bardpan, and 3)colltOur bounding for

soil conservation.

(5)Reasons why Japan's Grant Ald ls requested for thls particular
Project.

The Government of India intends to minimize t:he farmer's own cost

for lmprovlng land and water resources for bls agrlcultural

production. The Grant Ald of Japan will help renew and purchase

requlred equlpment by mlnlmum expendlture of the State and the

farmers.

2. Objectives and Outllne of the Project

(1)Objectives of the Project

(i)Short-term Objectives

エncrease of agricultural productlvlty tbrougb improvement of

efflclency and capacity of land and water use by desiltatlon of

small tanks ln the minor lrrlgatlon areas and by land preparation

such as land levelllrlg and shaping lll COTr)mar)d areas of the major
and medium lrrlgatlon areas.

(il)Medium and Long-term ObJectlves

-to sustain the improvements ln productlvlty and production to

meet lncreaslng demands of growlng population,

-to enlarge the incomes of far汀IerS.

(lli)The relatlons between the project and objectives, and bow

the project wュll contrlbute to the accomplishment of the

obJectlves.



The project will contrlbute to directly increase agricultural

productlvlty through Improvement and recovery of lrrlgatlon

efflclency and capaclty.
Most of lrrlgatlon tanks have been

sllted and neglected the maintenance for around 50-100 years, and

so reduelng tbelr lrrlgated areas to 30% or 40%. The deslltlng

will recover its orlglnal reservolrlng capacity and lrrlgated

area. =n the command area of major and medium irrigation, manual

land levellng and shaping ln on-farm development work has
･caused

the delay of Introducing lrrlgated agriculture and the waste of

much water ln the field. 工t happens water logglng and land

salinlty. Erlhancement of the rnechanicaユ Ⅳork will accelerate the

progress of on-farm development.

(2)Outline of the Project

(i) The ultimate lrrlgatlon potential

estllnated at over 1.0 mllllon hectares

so far is 0.9 rnl11ion hectares. tlowever

capacity ls utlllzed owing to loss of

under Mlnor 工rrlgatlon ls

and the potential created

, only about 60% of tbls

storage capacltles of the

Minor lrrlgatlon tanks due to slltatlon over the decades.

Preventlon of further slltatlon and restoration of the storage

capacity. therefore assuTr)e Prime importance.

(ll) Slmllar ls the status of major and medlum lrrlgatlon

projects. Out of a created potential of 1.4 mllllon hectares by

1989-90, only about 0.84 Tr)illion hectares was being･ irrigated.

The main reason for this ls the

constructlon of fleld dralns and fleld

ls levelled and developed properly lt

the full lrrlgatlon potential created.

(111)工n γlew of (1) above, Mlnor

proposed purchase of machlnery for

lack of land levelling and

channels. Unless that land

ls not posslble to utlllze

工rrlgatlon Department has

deslltatlon of the minor

1rrlgatlon tanks. Thls would asslst lmplementatlon of the on-

going State Plan scheme on ReJuvenatlon/Desllting
工rrlgatlon, tanks, for whlch a budget provlslon of 5

(55 mi11ion) Rs. was available in 1992-93 budget of

工rrlgation Department. We could also dovetail this

proposed Rs.120 Crores (1.200 mllllon) being posed to

Bank under

the tank

tralnlng of

addltlon to

of 18 unlts

of Minor

50 Crores

the Minor

wltb the

the World

CADP, whlch lncludes lmprovement of the structure of
banks, sluices, waste weirs, distrlbution system,

fleld staff and farmers ln water managelnent, etC. 1n

deslltatlon. Keeplng these aspects ln view, purchase

of machlnery to be stationed ln 6 selected dlstrlcts

at a cost of fip.4.5 Crores (45 milユiorり was agreed to.

Each unit would conslst of one Dozer (of the type and capaclty of

D4H) and one Wheel Loader (of the type and capacity of 926E),

with inltlal spares. The cost of each unit lVOuld be approximately
Rs.50 1ahks(5 mllllon), 1ncludlng spare parts and accessories.



During formulatlng the Project, 1t ls agreed that:-

a. Tanks to be selected should be those where Watershed

Development Projects are already being executed;

b. Deslltatlon should start

tanks, where lt should be

deslltatlon process wltbln a

days) ;

preferably with smaller

possible to complete the

year (about 100 working

(1v) The

Major and
State Agro

be tied up

c. The annual deslltlng capacity of each unit would be:

100 days ln a year x 8 macblnery hours a day x 30 cublc

meters/hour
= 24,000 m3. Thus, using the above

macblnery, we could hope to deposit about
12-24 tanks

ln a year;

d. The excavated silt could be used for brick rrlaking or

appllcatlon to the soils. Transportatlon to distant

locatlons for dumplng should be the last prlorlty.

land levelling and development ln the CoTr)mand Areas of

Medlum lrrlgatlon Project ls proposed by

lndustrles Corporation Limited (K.A.I.C

with the on-going projects of the

(Command Area Development Agency), for whlcb

Rs.680 leeches ( Rs.340 leeches of State share and

of Central share) is made in the current years

budget of 工rrlgatlon and CADA Department under

scheme ''Land Shaping and Levelling (OFD)I-

the Earnataka

.).
Tbls ls to

varlous CADAs

a provlslon of

Rs.340 leeches

Central Sector

工t was stated by the 冗.A.工.C. representatlve that K.A.Ⅰ.C. has a

fleet of 92 do2:erS, Of wblch 25 dozers have completed their

economic operatlonal perlod, 1.e‥ they are of more than 10 years

age or have completed more than 10,000 bours of operation. These

need to be replaced. 工n addltlon to tbls, to cope up wltb the

magnitude of lands to be levelled, 1t ls necessary to lnduct 25

more dozers of the type and capacity of D4H. The cost of one unit

of a dozer (Type:D4fI) with initial spares and accessaries was

estlmated to be Rs.30 1eeches. As such for procurlng 50 dozer

units, the funds requlrement would be about Rs.150 mllllon to be

llmlted to Rs.140 mllllon or 14 Crores approximately.

(Ⅴ工) Therefore, the Karnataka State Government decides that the

proposed project ls entltled
-'DEVELOPMENT OF LAND AND IRR工GAT工ON

RESOURCES FOR IMPROVING AGRICULTURAL PRODUCTIV工TY 工N. KARNATAKA''.

EQロ工PMENT TO BE REQロ工RED: (Japanese Yen)
A.desiltlng for minor lrrlgatlon.



No.

-BULL
DOZER (D4fI EQU工Ⅴ.) 18

11.6 Ton,95PS,wlth Rlpper

-WⅠiEEL
LO^DER (926E EQU工Ⅴ. ) 18

1.8M3,112PS

Unit Prlce

1,260,000

1,350,000

Tota1

22,680,000

24,300,000

ち.land shaping and levelling for major and medium lrrigatlon･

-BロLL
DOZER (D4l･I EQU工Ⅴ. ) 25 1,260,000 31,500,000

c.spare parts etc. (20%) 15,696,000

TOTAL 94,176,000

(3)Location Plan

The project spreads ln the whole state of Karnataka･

(4)Cost estlmates

3.Benefit, Effect and Publlclty of the Project

(1)Populatlon that w上ll benefit dlrectly from the Project

Approximately 18 ml111on people.

(2)Population that w上ll benefit indirectly from the Project

Approxlmately 25 mllllon people

(3)Areas that wュll beneflt from the Project

Approxlmately 20,000km2

(4)Economic and Social Effects of the Project

(i)Current Sltuatlon

-ZrlCreaSlng'populatlon ls requiring for increase of agT子cultural
products

-Decreasing capaclty of lrrlgatlon ls causing reduce of crop

productlon and reduclng farmer's income from the agriculture.

(il)Expected Effe(:t of the Project



一工ncreaslng
the agricultural products.

一工mproving
the livlng standard of the rural community･

-Creatlng sufflclent employment opportunltles ln the agricultural

sector.

-工ncreaslrlg the per caplta lncome of the rural corzlmunlty.

(5)Publlclty

Approximately 30 million people living in the project area will

notice the benefit or posltlve effect of the project.

4.Request to Other Donors

(1)工s there any request made to other donors for assistance

closely related to thls project?

1. Yes [2.No.】

(2)工f yes, please fill in below:

(i) Name of the donors;

(ll) Title and outllne of the assistance;

(lli)Posslbllltles that the donor w上ll extend the asslstance

requested;

(iv)工n the case where other donors do not extend assistance,

please descrlbe ln detall approprlateness and effectiveness of
this project;

(Ⅴ) 工n the case where other donors
extend loans, please describe

the reason Ⅵ′hy Japan's Grant Aid ls requested for the Project.

5. Prlorlty

工t ls the first prlorlty project of the Government.

6･Minlstry and Ag･ency ln charge of the ProJect

(1)Outline of 工mplementlng Agency

(1) Organlzatlon Chart of the Agency

Mlnlstry of Water Resources

(Central Gov?rnment)
工

I

IO



Karnataka State Goverr】mer】t

工

--------エー-------I-----------
工

Mlnor 工rrlgatlon Department

工

Agro lndustrles Corp.

(ll) Authorltles and Dutles of the Agency

The State Government of 王(arnataka ls

supervlslng organ for the Project,wblle
Resources of the Central Government

coordinating organ. Under Karnataka State

a whole responsible and

the Mlnlstry of Water

ls a monltorlng and

Government. the Minor

工rrigatlon Department and State Agro 工ndustries Corporation,

Ltd.(Government of Karnataka Undertal(1ng) are collaborating in

operating and malntalnlng the Project as an lmplementlng agency.

The Minor lrrlgatlon Department ls responsible for and ln charge

of desllting the srnall tarlks. The Agro 工rldustries Corporatiorl,

Ltd. 1s ln charge of land improvement and also actually operating

and malntalnlng all equlpment, delegated by the State Government.

The A.工.C Is nowⅥ,orklng for the same scheme and establishes

workshops ln the reglonal levels.

(1il)Personnel

(for K.A.I.C.)
(for Minor lrrlgatlon Department)

(1v)Budget(Revenue and Expendlture)

(for 冗.A.工.C.)
(for Minor lrrlgatlon Department)

(2) Outllne of Supervlslng Mlnlstry

(for Mlnlstry of Water Resources of Central Government) and /or
(for I(arllataka State Government)

(1) Organ12;atlon Chart of the Mlnlstry

(ii) Authorities and Duties of the Ministry

(111) Personnel

(1v) Budget (Revenue and Expendlture)

7. Preparation

(1)Project Site

ll



(1) (a) Address of the Slte

A11 the 19 districts of Karnataka for land improvement work.

The rrlaP is attached for small irrigation tazlks to be desilted.

(b) Total Area of the Slte

Three million hectares to be developed lr1 10 years tiL77e in

the entire area for land lmprovement.

(2) Electrlclty, Water Supply, Telephone, Dralnage and Other

Facilities.

These are not necessary for the project lmplementatlon.

(3) 工s these any lnformatlon, statlstlcs

geograpblcal,geological, meteorologlcal ,

sltuatlons etc.

8. Capabllltles of the lmplementlng Agency

(1)Current Sltuatlon

(2)Problems of the Agency

(3)Improvement Plan

9.Operation and Management of the Project

(1)Personnel

Current

Supervlslng Mlnlstry

-Department of Water

Resources

工mplementlng Agency

-Karnataka State

Government

Dlrectly Responslble Personnel

-Minor
lrrlgatlon

Department

-Agro lndustrles

Corporatlon

(2)Budget

12

and data regarding

oceanograpblcal

When the Project ls

completed.



1990 1991 1992 Wben

Completed

Supervlslng Mlnlstry

-Department of Water

Resourees

lmplementlrlg Agency

-Karnataka
State

Government

Directly ResporlSlble Personnel

-Minor lrrlgatlon

Department

-Agro lndustrles

Corporatlon

(i)flas the additional budget been already allocated?

1.Yes. [2.No.】

(il)工f no, how and when will the addltlonal budget be allocated?

工t will be allocated as soon as the Grant ･Aid for the

project ls obtalned.

(3)Technical Abllltles of Local Staff:

(1)Please describe technlcal abllltles of local staff operating

the project.

Tbe local staff have experience ln operating similar

projects. Slnce Minor 工rrigation Department and Karnataka Agro

工ndustrles Corporatlon Ltd. was establlshed many projects have

been executed and experlenced.

(1i)Please descrlbe ln detall educatlonal background of those who

are ln charge of the operatlon and management of the facllltles

and equlpment.

Tbe officers and supervisory staff posed ln dlstrlct offices

are either Engineers or Dlploma holders ln relevant englneerlng.

The Dlvlslonal level officers are mostly engineering graduates.

The General Managers are tecbnlcally quallfled wltb years of

experience.

10. List of Related Projects

ユ)Ⅳame of donor

2)Project Title

13



3)Project Outline

4)Type of Assistance

ll.Tecbnlcal Assistance

(1)甘as technical asslstance been extended to this Project?

(1) Yes 【(2)No】

(2)工s technical asslstance needed for the lmplementatヱon of tbヱs

project?

(1) Yes 【(2)No】

(3)工f no, please descrlbe the reasons why technical assistance is

not needed.

Slnce Minor lrrlg･atlon I)epartment and I(arnataka Agro

lndustrles Corporatlon Llmlted■ has more tban 25 years of

experlence ln slmllar projects, therefore technical assistance

from the Government of Japan would not be necessary. During

dlscusslon and study wlth the Government of Japan, however, when

Japanese technlcal asslstance ls recognlzed to be required, we

will accept thls proposal.

5)Project Perlod

6)Relations with thls Project

(4)If yes, please flll ln below,

(1) Short-term experts (

(1i)Long-term experts (

persons) (sector:

persons) (sector:

(ill)Acceptance of tralnees ( persons)(sector: )

(iv)Project-type Technical Cooperation

(Ⅴ)Japanese Overseas Cooperation Volunteers

(vl)Development Survey Programme (Feaslbillty Studies; and
Master Plan)

(5)甘as an offlclal request for tecbnlc■al assistance been already

made?

14



(1)Yes 【(ll)No】

(lil)工f yes, please mentlon the data of the request･

(iv) =f no, please describe t九e reasoTI Wbア tbe officiaユ request

has not yet been made.

Aceordlng to the dlscusslon with the Japanese Government, we

will prepare the requlrement.

(Ⅴ) When will the request be IⅥade to the Embassy of Japan?

工工.General developlロent Plan

1.Title of the Plan

Tbe Elgbtb Flve Year Plan (1992-97)

2.Economic and Soclal Sltuatlon

(1) GDP (1989)

Rs. 450,601 Crurls (4,500,601 mllllon)

(2) National lncome, Sector by Sector (percentage share)

1.Agrlculttlre(32.82%)

(20.00o/.) 4.Electricity etc.(2.14o/o)
6.Trade (12.67%) 7.Transport

9.Adlnlnlstratlon(5.48%) 10.Others

2.Mlnlng(1.76%)3.Manufacturing

5.Construction(4.43%)

(5.26%) 8.Flnanclng (9.84%)

(5.60%)

(3) Unemployment Rate

l.Rural (3.07%) 2.ロrban (6.56%) 3.Total (3.77%)

(4)工nflatlon Rate

13% (1991.-92)

(5) Growth Rate

5.31% (1985-89)

(6) Balance of International PayTnentS
1

16 mllllon ロSS

(7) Labor Populatlon (at a

(percentage

l.Agriculture(63.90%)

3.Manufacturing(ll.13%)

whole. and sector by sector)
dlstrlbutlon)

4.Electrlclty

15

2.Mlnlng(0.77%)

etc.(0.34%)



5.Construction(3.96Q;s) 6.Trade(7.3o/.) 8.Financing etc. (0.83o/o)

9.Community and Social Servlees (8.8%)

(8) Debt Service Ratio

(9) Outstanding Debts

70,115 mllllon ロS

(10) Major Items of Exports and =mports and their value

(Rs.Crurls)

1)Export;Gems(6750)
,Garment(5411) ,Engineering

good(5107) ,

Chemical(3897) , Cotton(3209)
2)工mport;Machlnery (16200)

,011
(13129)

,Precious
(5500), Fertlllzer (4500),Steel (1540)

stone

(ll) Major Tradlng Partner

US, CIs, Japan, German, UK, Belglum, France, Saudl Arab

(12) Relatlon and lts Growth Rate

844.32 mllllon. 2.12% (1981-91).

(13) Average Llfe Expectancy (Male and Female)

Male; 60.60. Female; 61.70.

(14) Death and Birth Rate (per 1000 persons)

Death Rate; 9.40, Bュrth Rate; 27.50

(15) Medlcal Str‾ucture (as of 1.4.90)

1.sub-centre; 131.200. 2.primary health centre; 19,249

3.eommunlty health centre; 2,074

(16) Ten DIsease most affeetlng the nation

l.Malaria, 2.Kala-az;ar and Japanese Encepballtls, 3.Leprosy

4.Tuberculosls, 5.Bllndness, 6.Guinea l†orm, 7.Alps,

8.Dlarrboeal, 9.Cancer, and 10. Iodlne

(17) Literacy Rate

Llteracy Rate; 444 per 1000

(18) Other data

16



3. Outline of the Plan

(1) Most 工mportant Sectors ln the Plan

Soclal(Furnan Development) , Infrastructure(Energy, Transport,

CornTTlunication, Irrigation) and Agriculture

(2) Basic Objectlves of the Plan

(1) generatlon of adequate employment, (ll) contalnment of

population growth, (111) unlversallzatlon of elementary education

and complete eradleatlon llllteracy, (1v) proアユsユon of safe

drlnklng water and prlmary health care facllltles, (Ⅴ) grolVtb and

dlverslflcatlon of agriculture to achleve self-sufflclency ln

food and generate surpluses for exports, (vl)strengthening the

infrastructure (energy, transport, communlcatlon, 1rrlgatlon)

(ii) How will the above mentioned object:1ves be achieved?

To achleve the obJectlves,
blgh prlorlty has been glven to the

programme wblch enable the creation of '-human capltal”. The

emphasis on a■grlculture. rural development, special

programrnes and irrlg･atlon follows from this strategy. I)ue

area

Care

has also been taken to provlde adequately as far as possible for

infrastructure, 1.e‥ energy, basic lndustrles, transport (rail,

sea and air). and telecommunlcatlon. For agriculture and allied

actlvlties, 54,998 Rs. Cores wュll be proアユded ユn the Eigbtb plari.

4.When will the plan be executed and completed?

1997

5.Relations between thls project and general development plan.

As for generating of employment opportunltles, two-tblrds of

employment ls provlded by agrlculture and a large segment of our

export earnlngs some from thls sector. Tberefore, the

agricultural sector rleeds to be glven a high priority. The

strategy for agrlcultural development ln the plan must aim at not

only achieving self-sufficiency ln food but also generating

surpluses of speclflc agrlcultural commodltles for export.工n ‾the

agrlcultural sector plan, the programme of improvement of

exlstlng lrrlgatlon system through rebabllitatlon and

modern12:ation began to recelve greater attention. This project ls

clearly as essentlal and lmportant component of such programme.

6.工s there any assistance that other donors have extended/will
extend to the projects and/or programme listed in the general

plan?

17



(1) Yes (ll) No

The Elghtb Plan has Just started so that the governments of

工ndla and donors countrles are under preparatlon for external

aids.

(1il)工f yes, please glve baslc lnformatlon on the asslstance･

(a)Name of donor

(b)Prospect Tltle

(c)Project Cost

(a)Type of Asslstance (Grant, Loan, Tecbnlcal Assistance,

etc.)

(e)Project Outllne

18



Applicant ProjectTltle

･
.

greAGposvLmDmCenLttdOf,
hd ia

tTneeDrveavt?tonpEe.;:cTd
So皿

Economic Sector:

Agriculture

ProjectType:

1. FacilitiesConstruction
2･ Equipment Supply

Responsible Ministry

(Ministryrequesting theaid)

Implementing Agency (Agency in charge of
execution of the Project)

Andhra Pradesh State Agro hdustries
CorporationLimited

(A Gov-t･ AP undertaking)

ProjectDescription

1.

Andhra Pradesh has a population of about 60 million according to the last

∝nsus of 1991 and about 80% of the population lives purely on Agricul山re.

The StateTs economy depends on Agriculture for about 80% of production, and

lO% of exports and lO% of employment･ In addition to food crops and

livestock, cash crops such as Cotton, Tea, Tobacco etc･ are important

however, production continues nearly atthe same level as 1985.

The present population is estimated to be 60mi11ion･ AP State Agro lndustries

Development Corporation Limited is responsible for providing such population

with arable lands to meettheirincreasing demands.

-1-



(2)

(3)

(4)

ne most important policy of the Government ofAndhra Pradesh is to increase

the agricultural Production to meet the demand offoodstuff
for the increasing

population. Accordingly,theState Government havegiven a special emphasis

for the increase of arable land on Agriculturalproductivity in the 7th Five Year

Plan and it is promoting thedevelopment of waste or fallow lands or Soil

Conservation forthe existing Bleldswhich requlreS the mechanized system with

suitable equlpment･ However, there is a wide gap between the contemplated

plans and the achievement because of shortage of equlPment With modern

teclmology.

ne State Govemment has given the development strategy of this sector on the

7thand 8thFive Year Planfor s∝ial and economicaldevelopment as follows:

-

the production of sufficient food to ensure food security and adequate

nutritional levels by bringing more lands under cultivation through watershed

development project
in rain fed areas and waste land development schemes

etc.

-

toincreaseand diversify the production of agriculture exports commodities･

-

creation of sufficient employment opportunities in the agricultural sector･

- thc production of agricultural raw materials for domestic agro-based

industries.

- To settle farmers and peasants in theruralcomunity･

There is a need to develop waste or fallow lands of 4.00 laths hectares and

improvethe soil of existing field of l･00 1akhs hectare during the 8thFive Year

Plan.
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To achievethe above objectives,the prq'ectintroduces two categories of works

which requ)res mechanized method withequlPment Vi2:Bulldozers andrippers.

- Increase of Amble Iuds.

1) hd clearance

2) land levelling

3) On-farm development

- Soil Conservation

1) Deep ploughing

2) Rippirlg Of the hardpan

(5)

2.

Japan has the advanced technology for the Agricultural Sector. The

performance of the present proposed equipment ismore reliable aJldtrouble free

including low maintenance cost when compared to the indigenous makes of

such equlPment.

蜘L

(1) Objectivesof the Project

(i) Short-term Objectives

To improve standards of living of thcruralcommunity by increasing

prodtlCtion of a variety of crops not10nly food crops but also cash crops.

(ii) Mediumand long termob)'ectives.

- To obtain more foreign currency by increase and diversity of the

prduction of agricultural sector.

- To create sufBcient employment opportunitiesinthe agricultural sector.

- To settlethe farmers intheruralcommunity.
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(iii)Please fully descrit光the relations between the projectand objectives,and

how the projectwillcontribute to the accomplishment of the objectives.

ne projectis designed to expand arable waste lands by land clearing,

land levelling and orl-farm development and improve the soil of the

existingfields by ripping hardpan and deep ploughing. Land

Developmentand Soil Conservation schemes would contribute to medium

and long term objectives throughincrease of a variety of crops by

expansion of arable landsand improvement of productivity･

1. Names of Crops in the existing cultivated land what months are the ten

of harvest.

£工埠S

1. Paddy

2. Sugar cane

3. Groundnut & other soil seeds

4･ Aquacul山re

5. For Deep ploughing

Nov.A)ec. - March/April

JanノFeb.

Oct. - Feb.

-do-

Dec., Jam., Feb. & March

2. What is the percentage of increase of CropProduction as result of deep

plougbing/sub-soiler work for soil conservation (into levelling and

bushing)

10%-15%

3. ne Area of existing cultivated land which requires deep ploughing sub-

soiler work and how often are those works required (Ex. once per 5

years)

130.40 lakh Hectares

4･ Current machineList of State Agro
- Name of McKlel, Capacity (HP)

Number of Units, Country of Manu血cture.

Every year 5 lakh hectares requires deep ploughing.
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4. Current machineList of State Agro
- Name ofModel, Capacity (HP)

Number of Units, Country of Manufacture.

Every year 5 lakh hectares requires deep ploughing.

Sl.

Hi2

1.

2.

3.

Make & Model of

丑山dQZSrS

D4D-82J Cat叩illar

D6B-37A Caterpillar

D 6tI Caterpi llar

E血dustan

4･ a) D50A Komatsu

b) D50A BEML

No.of Yearof Countryof

EヱiLnhs

65 27

90 26

165 2

90 61

90 36

c) D50AM BEML 90

地 地

69-70 USA

65-66 USA

90-91 bdigenous

by EM Ltd.

69170 Japan

88-89 hdiaof

90-91 BEML

91-92
-do-

TOrrA 1 57

(2) Outline of the Project(Pleasegive a fuu description of each facility and

equipment andtheir detailed specifications)

The projectis designed to expand arable lands by land clearlng, land
levelling

and on-farmdevelopment and improve the soil of the existing fields by deep

ploughing and ripping Of the hardpan. Land Development and Soil

Conservation schemes wou)d contribute to medium and long term obJ'ectives

throughincrease of avariety of crops by expansion of arable lands and

improvement of productivity.

- 90 HP class Crawler Tractorwithdozing attachment

- AgriculttlralImplements

(1)Subsoiler / or Ripper

Please refer to appendix 1 for their detailed speci8cations.
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(3)出血止血血

S.No. Station Crawler
Tractor

VisianagaJam

VisakhapatnaJn

Eluru

Ⅴ軸yawada

Narasaraopet

Cbi ttoor

Anatbapur

Nel lore

Jagtial

Ni2Lamabad

Eyd erabad

Ebamman

Naleonda

8

8

8

7

8

7

8

8

7

8

8

7

_旦_
100

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10

ll

12

13

90 HP Class CrawlerTractor @ ¥ 16,500,000

- Agricultural Implements

也____

塾聖三重塑退墜+___

Tわtal

(4)

¥ 1,650,000,000

巳__地坦

苧1,710,000,000

巳_塑型包堕旦

苧2,052,000,000

苧1.200.000

3･也n邑丘L_呈出且皿d地由比

(1) Populationthatwill tx:nefitdirectlyfromthe project.

- Applt)Ⅹimately 30millionpeople
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(2) Populationthat will bcncfit indirectly from the Pro3'ect･

- Approximately 5 millionpeople

(3) Area thatwill bnefltfromthe Project.
- The complete area ofAP under survey shall intimate you shortly･

(4) Economicand Social Effects of the Project:

(i) Current situation:

- Increaslng population is causlng a Shortage of arable
lands･

- Sou degradation dtle tO hardpan formed under the ground of the

existing fields is causing decrease of crop yieldsper unit area･

(ii) Expected effect of the Pro3ect･
- Improvlng the living standard of the rural community by bringlng

larger areas under cultivation･

1 Obtaining more foreign currency.

1 Creating sufficient employment opportumities in theruralarea･

- Settling the famersandpeasants in therural community･

(5) Publicity (How manypeople are expected to notice the benefit or positive effect

of the project
implemented with JapanTs grantaid when itis completed･)

Approximately 45 million people living in the Projectareawill notice the benefit

or paitive effect of the Pro3ect･

4･ Request to OtherDonors:

(1) Is there any request made to other donors for assistance closely related to this

Project.

1No-

ー7-



(2) If yes, please fillinbclow:

- we have not requested any other donors･ tlencethis clause is not applicable･

5. Priodty

(Pleasedescribe priority of this projectamong other projects
for which requests are

made to Japan)･

ne information may please be obtained from the concemed Ministry as we are

not having the sufficient informations･

6. Ministry and agency in charge of the Project

i) Outline of Implementing Agency (Pleasedescribe in detailthe Agency in charge

of the execution of the Project)･

- Andhra Pradesh State Agro Industries Development Corporation is a model

govemment organization in AP established in 1968-69 as a Joint venture of

Central Government and Government of AP with 49.5% equity shares and

afterwards transferred to AP State sector in 1979-80. The mainob)'ectives of

the organization isto provide Agricultural inputs of the famlng COmmunity･

There are
mainlyノthfee-d9Par血enls,,_Ag型!nral1些g主聖三重呈㍉ervices

Division
ofき星!旦些型9A13 and PLOjBICis?Wing･

The Agricultural

Engineering Division taken up development of lands, development works in

arable/waste laTldsand correct fallow lands includes soil conservation works

under command areas and non-command areas with itsne【Ⅳork in the State

and help ln expansion of cultivable
lands to increase仙e agrlCultural

productions introducing mechanized equlPment･
Other activities being

manufacturing 良 distributing Improved agrlCultural
implements to the

farmers, impar(ing training to therural Youth in operation and maintenance

of Agricultural machinery, oil englne Pump Sets, electrical motors and also

_8_



different factors like tuners, fittersand welders enabling therural youth to

establish their trade inrural areas for self employment and serve the

Agricultural sector.

The organizationalchart of the organization i.e.implementing Agency (in

general)and organization chart of responsible Department are fumished

below.

A) G以追工al T､.

･＼I

v.c. & M.Ir‾}ー1

1 1≧ 1 1
Secretary i

GM■(AE) GM(RR) GM(Proj) GM(AC) GM

塾牡
1 1

RM's (AE) RM (AE)
Field 13 15

ーーーヽ▲一一′

〈ノ

B) AGRI Engg･ Wing

General M叩ager (Agri.Engg)

1 i /I
J

Manager Manager Manager (lmpl) Manager (ASTC)
(LD& TR) CentralW/S

I
RegionalManager (AE) 13

上 i 丑 i1 1

Engr. (OSP) Engineers Bulldozer Mechanics Training Staff Admn.
(HQ) (Fields) Operators Staff

Workshop Staff(AtRegionalWorkshop) 3

-9-



ii) Authoritiesand duties of the Agency

1)

2)

3)

4)

5)

6)

To promoteand establish Agro based hdustries･

To supply Agricultural inputs tothe血ming community･

Development of waste landand current fallow lands and soil conservation

works under commandand non-command areas in the State.

Manufacturingand distributing improved agriculturalimplements

Supply of tractors and spares, batteries, tyres & tubes etc･

Manufacturing fmit products and sales･

iii) Personnel (Pleasemention the number of staff, workers and employees of the

Agencyand the responsible department, division and section in charge of the

Project.)

A)
. :I:;-,㌧＼､

留＼
,P”G;,鞍

Vice CbaiⅡnan 良 M.D.

Fu net iona rfkads

Officers

Staff

Workers

Empl oyees

1500 personnel are working

with APSAIDC ud.

ヱ班迎Iu£1in nspQnSibls地位血)
Responsible Dept. implemcntingthe Project ] Agricultural Engg･wing･

Pers onne l

Functiollal Head

OfBcers仲Ⅹecutivc)

Ellgineers

Mechani cs

Dozer & TR. Operator

Work shop employees

General M皿ager (AE)

iv) Budget (Revenue and expenditure)

.10-
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7･ Preparation

i) Projectsite (Pleaseattach photographs and maps of the sitewith the various

scalesincludingthat of 10,000:1)

(a) Address oftbe Site

(b) Total Area of the Site

也 entire state ofAP

(ii) bnd Preparation

(a) To which extent has the land been expropriated for the project.

- ne above information isunder survey.

(b)Whenwill be expropriation of the land be completed?

- The above information isunder survey.

(Pleaseattachthe laws and pro耽dures conceming the expropriation of land)

(2) Electricity,water supply, telephone, drainage and other facilities.

(Pleasedescribe the extent to which above mentionedincidental facilities have

been
prepared)

- Sufficient facilitiesare available

(Note) Positive describing to the extent of the fact is important here)

(3) Is there anyinformation, statisticsa71d data regarding geographical, geological,

meteorological,oαanographicalsituations etc.

- The above information isunder survey
-

-ll-



8. Capabilities of the lmplementing Agency

げIeasedescribe the capabilities of the agency to manage, sustain,and operate the

project).

(1) C虹こ血iiQn.

APSAlDC a model Gov't. organization in AP State has got vast experience of

about 23 years in tackling such projectworks involvirlg land clearance works,

dozing burding andripplng Of
hardpan etc･ in scientific and systematic way

with experienced technicalstaff for operation, maintenance and repalrS Of land

development machinery. This organization has established Regional workshop

undertaking major overhauls of land development machinery and supporting

equlpment, besides well experienced field staff for operations, maintenance and

organize the projectworks･

(2) Problems oftbe Agency

- Shortage of equlPmentwithlatest technology

- Obsolescence of owned equlPment･

(3)lmprovement Plan (Ifany, please describe in detail the contents of such a plan

tbat will enable the Agency to handle the Project more effectively and

efficiently.)

9･ Operation and Management of the Pro)'ect･

(1) Personnel Please Billinthe ntlmber of ersonnel

Current When

地

ImDlementinE AEenC

Directl Res nsiblc Personnel

The information will be provided shortly･

-12-



(2) Budget (Pleasefillinthe budgetinthc table bclow･)

(Ifmentiorled in lo払I currency, please refer tothe latestforeign exchange rate

of the currency to the US dollar to the Japanese Yen)

Pote) Positive describing isimportant

2 years 1 year Now

ago ago

(19 ) (19 ) (19

Whenwill

The project
be completed

(19 )

...a.TP.9.Ty.i≡痩B”M.ip.i.!.q
幽

Directlv ResDOnSible Personnel

The information will be provided shortly･

(Incase where additional budgetary allo払tion is needed forthe implementation

of the Project,pleaseanswerthe following question･)

(i) Has the additionalbudget tmn already allocated?

- No･

(ii) If no, how and whenwill the additional budget be allocated

ltwill be auo也ted as soon as the Grant Aid for the Projectis obtained･

(3) TechicalAbilities of the IJ氾al Staff･

(i) Please describe the abilitiesof the lo払1 staff operating the proJ'ect･

Tbe lo払I staff have expenenceinopcrating similar pro3ect･Since A･P･S･

Agro lndustries Corp. ud･ took several pro]'ects and executed, they have

experience inthe line･

ii) Please describe in detail educational background of those who arein

charge of the operationand management of the facilitiesand equlPment･

Well qualified Degree and Diploma holders and Technicians are in charge

ofthe operation of the equipment atthe projecti'･

-13一



10.List of Related Projects:

Not applicable

ll. Technical A錯istance:

(1) tlas teclm血1 assistance been extended to thisproject?

-No-

(2) Is technicalassistance needed for the implementation of this project?

-No-

(3) If no, please describethe reasons why teclmical assistance is not needed･

- Since A･P･S･ Agro lndustries Corporation Ltd･ has more than 22 years of

experiences in similar projects,therefore technical assistance
from the

Government of Japan would not be necessary･

(4) If yes please fillinbelow･

-

not applicable

(5) Has an officialrequest for technicalassistancc been already made?

- No-

(iii)If yes, please mention the date of the request･

-

not applicable･

(iv) Ifno, please describe the reason why the official request has not yet been

made.

-14-



We arc confident that wehave enoughexperiences
on Land

Development and Soil Conservation Schemes, shce we implemented

similar prq'ects fur nearly 22 years･

(v)Whenwillthe request be made to the Embassy of Japan?

ⅠⅠ. General Development Plan

1. TitleoftbePlan

- We shall submit sbortly･

2. Economic and social si山ation.

- ne same is under survey by the concerned
department and we may provide after

obtaining the infbrmationfromthem･

3. Outline of the Plan

(1) Mostlmportant sectors in the Plan

A訂iculture

(2) Basic Objectivesof the Plan

- Matter is under study by the concemed department･

(3) Howwill the above mentioned o切ectivesbe achieved?

Wewill achieve the projectunder the
Japanese Grant Aid in order to fulfillthe

8th Five Year Plan.

4･Whenwill the planbe executedand completed?

_15-



工工.General development Plan

1.Title of the Plan

The Eighth Flve Year Plan (1992-97)

2.Economic and Soclal Sltuatlon

(1) GI)P (1989)

Rs. 450,601 Crurls (4,500,601 million)

(2) Natlonal工ncome, Sector by Sector (percentage share)

1.Agrlcultt汀e(32.82%)

(20.OO篤) 4.Electrlclty etc.(2.14%)
6.Trade (12.67%) 7.Transport

9.Admlnlstratlon(5.48%) 10.Others

2.Minlng(1.76o/o)3.Manufacturing

5.Constructlon(4.43%)
(5.26oj;) 8.FlnarlClng (9.84o/.)

(5.60%)

(3)ロnemployment Rate

l.Rural (3.07o/o) 2.Urban (6.56o/o) 3.Total (3.77o/o)

(4)工nflatlon Rate

13o/o (1991-92)

(5) Growth Rate

5.31% (1985-89)

(6) Balance of lnternatlonal Payments

16 mllllon ロSS

(7) Labor Population (at a･whole, and sect:or by sector)
(percentage dlstrlbutlon)

1.Agriculture(63.90%)

3.Manufacturing(ll.13%) 4.Electrlclty

2.Mlnlng(0.77%)

etc.(0.34%)



5.Construction(3.96di) 6.Trade(7.3o/J 8.Financing etc. (0.83o/o)

9.Community and Social Servlces (8.8o/.)

(8) Debt Servlce Ratlo

(9) Outstanding Debts

70,115 milllon US

(10) Major 工tems of Exports and 工mports and their value

(Rs.Crurls)

1)Export,･Ge汀】S(6750)
,Garment(5411) ,Engineering good(5107) ,

Chemical(3897) , Cotton(3209)

2)工mport;Machlnery (16200)
,011

(13129)
,Preelous

(5500), Fertlllzer (4500),Steel (1540)

stone

(ll) Major Trading Partner

US, CIs, Japan, German, UIく, Belglum, France, Saudl Arab

(12) Relation and its Growth Rate

844.32 mllllon. 2.12% (1981-91).

(13) Average Llfe Expectancy (Male and Female)

Male; 60.60, Female; 61.70.

(14) Death and Bュrth Rate (per 1000 persons)

Death Rate; 9.40, B上rth Rate; 27.50

(15) Medical Structure (as of 1.4.90)

1.sub-centre; 131,200. 2.prlmary health centre; 19,249

3.community health centre; 2,074

(16) Ten Disease most affecting the nation

1.Malaria, 2.Kala-azar and Japanese Encephalitis, 3.Leprosy

4.Tuberculosls, 5.811ndness. 6.Guinea Worrn, 7.AIDS,

8.Dlarrhoeal, 9.Cancer, and 10.工odlne

(17) Llteracy Rate

Llteracy Rate; 444 per 1000

(18) Other data



3. Outllne of the Plan

(1) Most エmportant Sectors ln the Plan

soclal(打uman Development)
,工nfrastructure(Energy,

Transport,

Communication,工rrlgatlon) and Agriculture

(2) Basic Objectives of the Plan

(1) generatlon of adequate employment, (ll) contalnment of

population growth, (111) universalizatlon of elementary education

and complete eradlcatlon llllteracy, (ユⅤ) provislon of safe

drlnklng water and prlmary health care facllltles, (Ⅴ) growth and

dlverslflcatlon of agrlculture to achleve self-sufflclency ln

food and generate surpluses for exports. (vl)strerlg'therlユr]g' the
infrastructure (energy. transport. commllnlcatlon, 1rrlgatlon)

(ii) Pow will the above
､mentloned

objectives be achieved?

To achleve the obJectlves, blgh prlorlty has been given to the

programme whlch enable the creatlon of ”human capltal''. The

emphasis on a■grlculture, rural development, speclal

programmes and lrrlgatlon follows from this strategy. Due

area

Care

has also been talくen tO prOVlde adequately as far as possible for

infrastructure, 1.e., energy, baslc industries. transport (rail,

sea and air), and telecommunlcatlon. For agriculture and allied

actlvltles, 54,998 Rs. Cores w上ll be provlded ln the Elghth plan.

4.When lVlll the plan be executed and completed?

1997

5.Relations between thls project and general development plan.

As for generating of employment opportunities, tlVO-thirds of

employment ls provlded by agrlculture and a large segment of our

export earnj.ng･s some from thls sector. Therefore, the

agricultural sector needs to be glven a high prlorlty. The

strategy for agrlcultural development ln the plan must aim at not

only achieving self-sufflcleIICy ln food but also generating

surpluses of specific

agrlcultllral sector

exlstlng lrrlgatlon

modern12:atj.on began to

agrlcultural commodltles for export.工n the

plan, tbe programme of improvement of

system through rellabilltatlon and

recelve greater attention. This project ls

clearly as essentlal and lmportant component of such programme.

6.工s there any asslstance that other donors have extended/will

extend to the projects and/or programme listed in the general

plan?



(1) Yes (ll) No

Tbe Eighth Plan has Just started so that the governments of

工ndla and donors countrles are under preparatlon for external

aids.

(111)工f yes, please glve baslc lnformatlon on the asslstance.

(a)Name of donor

(b)Prospect Tltle

(c)Project Cost

(d)Type of Asslstance (Grant, Loan, Technical Assistance,

etc.)

(e)Project Outllne
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